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第５回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（平成23年10月31日) 

 

   第 ５ 回   熊本県議会 決算特別委員会会議記録 

 

平成23年10月31日(月曜日) 

            午前９時58分開議 

            午後０時12分休憩 

            午後１時16分開議 

            午後２時７分休憩 

            午後２時17分開議 

            午後２時49分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第48号 平成22年度熊本県一般会計歳 

  入歳出決算の認定について 

 議案第49号 平成22年度熊本県農業改良資 

  金特別会計歳入歳出決算の認定について 

 議案第52号 平成22年度熊本県収入証紙特 

  別会計歳入歳出決算の認定について 

 議案第58号 平成22年度熊本県林業改善資 

  金特別会計歳入歳出決算の認定について 

 議案第59号 平成22年度熊本県沿岸漁業改 

  善資金特別会計歳入歳出決算の認定につ 

  いて 

――――――――――――――― 

出席委員(11人) 

        委 員 長 藤 川 隆 夫 

        副委員長 守 田 憲 史 

        委  員 早 川 英 明 

        委  員 岩 下 栄 一 

        委  員 城 下 広 作 

        委  員 松 田 三 郎 

        委  員 池 田 和 貴 

        委  員 田 代 国 広 

        委  員 松 岡   徹 

        委  員 渕 上 陽 一 

        委  員 髙 木 健 次 

欠席委員(２人) 

        委  員 村 上 寅 美 

        委  員 鎌 田   聡 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 農林水産部 

         部 長 福 島   淳 

総括審議員兼経営局長 梅 本   茂 

       政策審議監 豊 田 祐 一 

        生産局長 麻 生 秀 則 

      農村振興局長 大 薄 孝 一 

        森林局長 藤 崎 岩 男 

水産局長 神 戸 和 生 

農林水産政策課長 国 枝   玄 

首席審議員兼団体支援課長 吉 田 國 靖 

農地・農業振興課長 船 越 宏 樹 

担い手・企業参入支援課長 田 中 純 二 

流通企画課長 板 東 良 明 

むらづくり課長 原   俊 彦 

農業技術課長 松 尾 栄 喜 

農産課長 本 田 健 志 

園芸課長 野 口 法 子 

畜産課長 平 山 忠 一 

首席審議員兼農村計画課長 宮 崎 雅 夫 

技術管理課長 大 里 正 明 

農地整備課長 田 上 哲 哉 

森林整備課長 河 合 正 宏 

林業振興課長 岡 部 清 志 

森林保全課長 本 田 良 三 

水産振興課長 鎌 賀 泰 文 

    漁港漁場整備課長 平 尾 昭 人

 警察本部 

         本部長 中 尾 克 彦 

        警務部長 金 高 弘 典 

      生活安全部長 古 川 隆 幸 

        刑事部長 吉 田 親 一 

        交通部長 中 野 洋 信 

        警備部長 吉 村 郁 也 
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   参事官兼首席監察官 池 部 正 剛 

    参事官兼警務課長 吹 原 直 也 

    参事官兼会計課長 田 上 隆 章 

会計課課長補佐 平 山 浩 之 

    理事官兼総務課長 赤 星   裕 

    理事官兼厚生課長 早 野 壽 志 

        参事官兼  

    生活安全企画課長 堀 江   伸 

   参事官兼地域統括官 木 庭 慶 章 

  参事官兼刑事企画課長 吉 長 立 志 

  参事官（組織犯罪対策）潮 﨑 樹 典 

    参事官（運転免許）江 藤 弘 文 

  理事官兼交通指導課長 一ノ瀬 範 秋 

  理事官兼交通規制課長 髙 野 利 文 

  参事官兼警備第一課長 髙 橋 功 作 

    参事官兼教養課長 緒 方 博 文 

 出納局 

    会計管理者兼出納局長 中 山   寛 

  首席審議員兼会計課長  田 上   勲 

            管理調達課長 清 田 隆 範 

 人事委員会事務局 

         局 長 田 崎 隆 一 

  首席審議員兼総務課長 松 見   久 

              公務員課長 松 永   寿 

 監査委員事務局 

         局 長 本 田 惠 則 

   首席審議員兼監査監 山 中 和 彦 

 労働委員会事務局 

         局 長 柳 田 幸 子 

      審査調整課長 吉 富   寛 

議会事務局 

                  局 長 井 川 正 明 

         次長兼総務課長 黒 田 祐 市 

               議事課長 池 田 正 人 

       政務調査課 松 永 康 生 

 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

     議事課課長補佐 徳 永 一 博 

     議事課課長補佐 平 田 裕 彦 

     議事課課長補佐 井   隆 彦 

     議事課課長補佐 上 野 弘 成 

――――――――――――――― 

  午前９時58分開議 

○藤川隆夫委員長 それでは、ただいまか

ら、第５回決算特別委員会を開会いたしま

す。 

 本日は、初めに農林水産部の審査を行い、

その後、警察本部及び出納局、各種委員会等

の審査を行うこととしております。 

 それでは、これより農林水産部の審査を行

います。 

 まず、農林水産部長から総括説明を行い、

続いて担当課長から順次説明をお願いしま

す。 

 初めに、福島農林水産部長。 

 

○福島農林水産部長 農林水産部の総括説明

を行います。 

 

○藤川隆夫委員長 着席で……。 

 

○福島農林水産部長 そうですか。失礼しま

す。 

 平成22年度決算の説明に先立ちまして、前

年度の決算特別委員会において、施策推進上

改善または検討を要するものとして御指摘の

ありました事項のうち、農林水産部関係の事

項について、その後の措置状況を御報告いた

します。 

 前年度の決算特別委員会では、各部局共通

事項として「収入未済の解消については、例

年の指摘にかかわらず、取り組みが不十分で

ある。また、債権管理を徹底し徴収の強化を

図るとともに、収納が見込めないものについ

ては、所要の措置を講じること。」また、農

林水産部の事項として「国営土地改良事業費

負担金の収入未済額については、年々増加し

ており、これまでの指摘にもかかわらず解消

されていない。営農指導による生産性の向上
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や、法的措置の強化などの詳細な検討を行

い、土地改良区に対し具体的かつきめ細かな

指導を行うこと。農業改良資金については、

日本政策金融公庫と連携して、未収金が生じ

ないようきめ細かな指導を行うこと。」また

「熊本県林業公社の借入金残高が297億円と

多額になっており、引き続き経営改善に取り

組むとともに、国の支援を求めていくこ

と。」との御指摘がございました。  

 収入未済の解消のための取り組みとして、

まず、農林水産部として、昨年12月に農林水

産部未収金対策会議を立ち上げ、各課におけ

る取り組みの現状及び課題の把握並びに今後

の取り組み方針を検討いたしました。 

 その中で、督促や担保の強化、計画的に返

納していただくための分納計画の策定に力を

入れてまいりました。また、収納が見込めな

いものについては、滞納処分や不納欠損処分

を実施するなど、部を挙げて取り組んでおり

ます。 

 国営土地改良事業負担金については、土地

改良区に対し、時期をとらえたきめ細かな徴

収指導を行った結果、新規の賦課額以上に徴

収することができ、前年度の未収金残高を下

回りました。 

 今後も、実効性のある分納誓約書の徴収や

定期的なその履行状況の確認、また、納付状

況が悪い未納者への滞納処分についての具体

的かつきめ細かな指導を行い、収入未済の減

少に努めてまいります。 

 あわせて、営農支援による生産性及び収益

を向上させるために、関係機関で構成する営

農対策協議会を開催し、農業経営の改善や企

業の農業参入などの支援による未収金解消に

引き続き取り組んでまいります。 

 また、農業改良資金につきましては、昨年

10月から貸し付け主体が日本政策金融公庫に

移りましたが、貸し付け条件である資格の認

定については、引き続き県で実施しており、

公庫と連携しながらきめ細かな指導に取り組

んでまいります。 

 林業公社につきましては、平成20年３月の

熊本県林業公社経営改善委員会からの報告を

受け、長伐期化の推進や分収割合の見直し等

の追加的改善策に取り組んでいるところであ

り、県としても引き続き追加的改善策が着実

に実行されるよう支援していくこととしてい

ます。 

 また、本県と同様の課題を抱える他都府県

と連携し、国等に対し経営改善のための支援

策に関する要望を行っています。 

 続きまして、農林水産部における一般会

計、特別会計の平成22年度決算の概要につい

て御説明申し上げます。 

 まず、歳入についてでございますが、一般

会計、特別会計合わせて収入済み額は445億

9,133万7,000円で、調定額に対する収入率は

99.3％となっております。収入未済額は２億

9,421万7,000円及び不納欠損額は7,000円で

ございます。 

 次に、歳出決算でございます。 

 一般会計、特別会計合わせまして、予算現

額882億2,879万5,000円に対し、支出済み額7

01億7,169万6,000円で、79.5％の執行率とな

っております。 

 翌年度への繰越額は155億1,607万9,000円

で、前年度の繰越額より約46億円減少してお

ります。 

 また、不用額は25億4,102万円でございま

すが、これは、補助事業等における要望額の

減等による事業量の減少や経費節減等による

執行残、林業・木材産業改善資金などの各種

貸付金において、貸付金枠に対し需要が当初

見込みを下回ったことなどによるものでござ

います。 

 以上が農林水産部の決算の概要でございま

す。詳細につきましては、各課長から御説明

いたしますので、御審議のほどよろしくお願

い申し上げます。 
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○藤川隆夫委員長 引き続き、各課長の説明

をお願いいたします。 

 国枝農林水産政策課長。 

 

○国枝農林水産政策課長 農林水産政策課長

の国枝でございます。 

 お手元の資料は、決算特別委員会説明資

料、これは歳入歳出を各課ごとにまとめたも

のでございます。もう１冊の方が附属資料で

ございまして、繰越事業、収入未済等につい

ての説明資料でございます。 

 最初の説明資料の方に従って説明を進めさ

せていただきます。 

 目次をめくっていただきまして、１ページ

が歳入歳出決算の総括表でございます。こち

らにつきましては、先ほど部長の方から御説

明申し上げました。 

 ページをめくっていただきまして、２ペー

ジからでございます。 

 農林水産政策課分につきましては、本課分

とそれから所管しております農研センター、

林業研究指導所、水産研究センターについ

て、資料２ページから御説明を申し上げま

す。 

 まず、歳入につきましてですけれども、こ

ちらにつきましては表の方の中央右、予算現

額と収入済み額との比較と欄がございます

が、ここの差額の大きいものについてのみ説

明させていただきます。 

 ２ページの使用料のうち、上から３段目、

農業公園使用料について50万円余の収入未済

額がございます。未収金につきましては、附

属資料の方で後ほど御説明させていただきま

す。 

 ３ページからは国庫補助金についてでござ

います。 

 予算現額と収入済み額との比較の欄です

が、上から２段目、農業費国庫補助金が４億

6,196万円余、下から４段目、林業費国庫補

助金が6,349万円余、次のページ４ページに

行きまして、上から４段目ですが、水産業費

国庫補助金が6,944万円余の決算が生じてお

ります。これらにつきましては、繰り越し等

による減でございます。 

 ６ページをお願いいたします。 

 ６ページ、下から３段目の農畜産物売払収

入につきまして1,423万円余の増額となって

おります。これは、農業研究センターにおけ

る生産物の出荷量の増加及び市場価格の変動

に伴う収入の増となってございます。 

 最下段の繰越金につきまして、予算現額と

収入済み額の比較で658万円余の差が生じて

おりますが、これは繰越事業に充てていた地

域活性化・経済危機対策臨時交付金、これに

つきまして財源更正をしたことによるもので

ございます。 

 当課関係につきましては、不納欠損はござ

いません。 

 次、歳出につきまして説明させていただき

ます。 

 ９ページをお願いいたします。９ページか

ら歳出でございます。 

 １段目、総務費のうち、一般管理費につき

ましては、繰越額、不用額ともございませ

ん。 

 中段の農業総務費の不用額1,442万円余に

つきましては、備考欄に記載しております

が、経費節減による執行残や、それから人件

費の執行残等でございます。 

 10ページをお願いいたします。 

 農業研究センター費の翌年度繰越額４億7,

000万円余につきましては、国の経済対策交

付金事業を活用し、老朽化した施設の改修、

整備等に要する経費を繰り越したものでござ

います。繰り越しについては、後ほど附属資

料の方で説明させていただきます。 

 なお、上下段ともにそれぞれ不用額が生じ

てございますが、それぞれ経費節減等による

執行残とかそれから人件費の執行残となって

ございます。 
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 次、11ページをお願いいたします。 

 最下段の林業研究指導所費の翌年度繰越額

6,649万円余、それから次のページでござい

ますが、こちらの下段の水産研究センター費

の翌年度繰越額6,800万円につきましては、

先ほどの農研センター同様、経済対策に伴う

老朽化施設の改修、整備等に要する経費を繰

り越したものでございます。繰り越しについ

ても後ほど説明させていただきます。 

 また、11ページ、12ページとも不用額が発

生をしておりますが、これらも経費節減等に

よる執行残、それから人件費の執行残でござ

います。 

 なお、経費節減の主なものにつきまして

は、コピー用紙の両面使用の徹底であります

とか、会議資料の作成部数の削減による需用

費の縮減、公用車の利用や効率的な出張用務

の配分による出張回数の減などによる旅費の

減額ということによるものでございます。 

 このほか、人件費につきましても、定時退

庁の徹底でありますとか、時間外縮減週間の

設定等による時間外勤務の縮減等によって節

減を図ったものとなってございます。 

 続きまして、附属資料の方をお願いいたし

ます。 

 目次をめくっていただきまして、１ページ

の方をお願いいたします。 

 当課関係の繰越事業について御説明申し上

げます。 

 １ページが明許繰越となっております。先

ほど申し上げました国の経済対策交付金事業

を活用した農研センター、林業研究指導所、

水研センター施設の改修、整備、それから試

験研究機器の購入費等としまして、合計で５

億3,939万円余の明許繰越がございました。

一番下の段の左から５つ目の欄にございま

す。 

 これらの理由としましては、いずれも２月

補正予算により計上したため工期が限られて

いたこと、それから、より効率的な施工を行

うために工事の設計、仕様の検討等に時間を

要したことによるものでございます。現在、

早期完成に向けて、鋭意取り組んでいるとこ

ろでございます。 

 ページをめくっていただきまして、２ペー

ジお願いいたします。 

 こちら事故繰越となっております。これら

につきましては、東日本大震災の影響によ

り、農研センターの人工光型気象室設置工事

というのがございまして、これにおける人工

光の光源用ランプ、それから試験研究機器で

ある冷凍機につきまして、合計で6,510万円

余の事故繰越がございました。この理由とし

ましては、東日本大震災の影響により、製

造、それから納品等についておくれが生じた

ものとなってございます。 

 次に、44ページお願いいたします。 

 44ページは、当課関係の収入未済に関する

御説明でございます。 

 農業公園使用料につきまして、50万円余の

収入未済額がございます。これは、農業公園

内にありましたレストランの使用許可を受け

ていた方の経営悪化により滞納が生じたもの

でございます。 

 最下段、平成22年度の未収金対策という欄

に、４番のところですが、ここに記載してあ

りますとおり、未収金につきましては、分納

誓約書に基づき、毎月未納者宅を職員が訪問

しており、分納を受けてございます。引き続

き、未収金の早期回収に向けて適正に管理し

てまいりたいと考えております。 

 なお、当課関係で定期監査の公表事項はご

ざいませんでした。 

 農林水産政策課は以上でございます。よろ

しく御審議のほどお願いします。 

 

○吉田団体支援課長 団体支援課長の吉田で

ございます。 

 団体支援総室分を、昨年度分を主に説明さ

せていただきます。 
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 本年度定期監査での指摘事項はございませ

ん。 

 委員会説明資料に従いまして、主な事項に

ついて説明をさせていただきます。 

 13ページをお願いいたします。 

 まず、一般会計について御説明申し上げま

す。 

 歳入につきましては、13ページから15ペー

ジまででございます。不納欠損はございませ

ん。 

 13ページ、上から２段目の農業改良資金特

別会計繰入金でございますが、予算現額と収

入済み額との比較で976万円余の減額となっ

ております。これは、農業改良資金特別会計

の終了に伴いまして、特別会計の残余金を一

般会計に繰り入れるものでございまして、22

年度の償還額が見込みを下回ったことによる

ものでございます。 

 14ページをお願いいたします。 

 上から５段目の農業経営改善促進資金貸付

金回収金について、予算現額と収入済み額と

の比較で2,106万円余の減額となっておりま

す。これは、貸し付け見込みより貸し付け実

績が下回ったために生じたものでございま

す。 

 その下の６段目の漁協金融円滑化貸付金元

利収入につきまして1,067万円余の収入未済

額がございます。収入未済につきましては、

後ほど附属資料でまとめて説明させていただ

きます。 

 16ページをお願いいたします。 

 歳出でございます。歳出につきましては、

16ページから18ページでございます。 

 16ページ、上から３段目の農業総務費の不

用額121万円余につきましては、人件費の執

行残でございます。 

 その下の段の農業金融対策費の不用額3,72

8万円余につきましては、その右の備考欄の

事業の概要にありますように、各種資金の需

要が見込みを下回ったためなどによる執行残

でございます。 

 17ページをお願いいたします。 

 １段目の農業協同組合指導費の不用額280

万円余につきましては、経費節減に伴う執行

残でございます。 

 下から３段目の林業総務費の不用額104万

円余につきましては、人件費の執行残でござ

います。 

 次の段の林業振興指導費の不用額175万円

余につきましては、主に経費節減による執行

残でございます。 

 18ページをお願いいたします。 

 ２段目の水産業協同組合指導費の不用額1,

195万円余につきましては、主に赤潮被害対

策資金の貸付額が貸し付け見込みを下回った

ことによる執行残でございます。 

 次に、19ページをお願いいたします。 

 農業改良資金特別会計について御説明申し

上げます。 

 まず、歳入でございます。不納欠損はござ

いません。 

 下から２段目、諸収入のうち、農業改良資

金貸付金償還元金につきまして4,767万円余

の収入未済がございます。これにつきまして

も、収入未済で一括して御説明申し上げま

す。 

 20ページをお願いいたします。 

 歳出でございます。 

 上段の農業改良資金助成金の不用額190万

円余につきましては、資金管理事務委託料の

減によるものでございます。 

 下段の一般会計繰出金の不用額976万円余

につきましては、農業改良資金貸付金特別会

計の終了に伴います特別会計の残余金が見込

み額を下回ったことによるものでございま

す。 

 21ページをお願いいたします。 

 林業改善資金特別会計について御説明を申

し上げます。 

 まず、歳入でございます。不納欠損はござ
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いません。 

 下から４段目の諸収入のうち、林業・木材

産業改善資金貸付金償還元金について3,386

万円余の収入未済額がございます。これにつ

きましても、後ほど一括して説明させていた

だきます。 

 また、これにつきましては、予算現額と収

入済み額との比較で5,060万円余の減額とな

っております。この内訳は、3,386万円余の

収入未済額に加え、貸付額が見込みを下回っ

たために生じたものでございます。 

 なお、２段目の繰越金につきましては、予

算現額と収入済み額との比較で２億8,900万

円余の差が生じております。これは、当初、

繰越金を２億1,893万円余と見込み計上いた

しましたけれども、前年度の貸し付けの残で

あります不用額が見込みより大きく、繰越額

が見込みよりふえたものでございます。 

 23ページをお願いいたします。 

 歳出でございます。 

 上から２段目の林業・木材産業改善資金助

成金の不用額２億5,283万円余につきまして

は、林業者の資金需要が計画額を下回ったた

めでございまして、これは貸付財源として次

年度に繰り越すものでございます。 

 24ページをお願いいたします。 

 最後になりますけれども、沿岸漁業改善資

金特別会計について御説明をいたします。 

 まず、歳入でございます。不納欠損はござ

いません。 

 上から４段目、諸収入のうち、沿岸漁業改

善資金貸付金償還元金について1,352万円余

の収入未済がございます。これにつきまして

も、後ほど説明させていただきます。 

 なお、２段目の繰越金につきまして、予算

現額と収入済み額との比較で２億6,297万円

余の差が生じております。これは、当初、繰

越金2,829万円余を計上いたしておりました

けれども、前年度の貸付残である不用額が見

込みより大きく、繰越額が見込みよりふえた

ために生じたものでございます。 

 25ページでございます。お願いします。 

 歳出でございます。 

 沿岸漁業改善資金助成金の不用額１億1,54

6万円余につきましては、漁業者の資金需要

が計画を下回ったためでございます。これも

貸付財源として次年度に繰り越すものでござ

います。 

 続きまして、附属資料45ページをお願いい

たします。 

 収入未済について御説明申し上げます。 

 これまでの説明におきまして、４つの資金

につきまして収入未済を計上いたしておるこ

とを説明させていただきました。45ページと

46ページの第１段が、その未収金の決算の一

覧でございます。 

 その４つの資金に係ります収入未済額の合

計は、46ページをお願いしますけれども、46

ページの２段目の表２の収入未済額過去３年

間の推移として掲載しております表の一番右

の最下段にありますように１億600万円余と

なっております。そして、この金額は、その

左の欄の21年度末の計、３つほど左側の欄に

なりますけれども、１億100万円余から約500

万円増加をいたしております。 

 その一番の要因につきましては、その表の

一番上段にあります漁協金融円滑化貸付金回

収金の収入未済額が21年度の290万円から1,0

00万円になったという、700万円ふえたとい

うことが主な要因でございます。 

 その下の３の平成22年度収入未済額の状況

をごらんください。 

 この表は、延滞者がどのような状況にある

か、その内訳を示しておりますが、分割納付

中が全体の87％の26名ということでございま

す。残りは、生活困窮と所在不明でございま

す。 

 47ページに未収金を回収するための取り組

み状況を簡単に記載しておりますが、それに

ついて御説明いたします。 
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 ５行目にあります漁協金融円滑化貸付金に

つきましては、延滞いたしております漁協に

対してだけでなく、連帯保証人に対しても催

告を行い、早急な納付を求めております。 

 当該漁協におきましては、高額となった延

滞額を重く受けとめ、現在経営再建と並行し

た納付に向けて組合員に働きかけるなど、早

期の納付に努力されております。引き続き、

適切な経営再建と早期の納付を指導してまい

ります。 

 その次の農業改良資金につきましては、延

滞者12名のうち９名が分割納付中でございま

して、分納の確実な履行と同時に、振興局及

びＪＡと連携して技術指導や経営改善指導を

行い、農家の経営改善による確実な納付がな

されるよう努めております。 

 その次の林業・木材産業改善資金につきま

しても、１件の破産案件以外は分納中であ

り、その確実な納付を指導いたしますととも

に、破産案件につきましては、担保物件の競

売等の処分に向け、現在裁判所、町と協議中

でございます。 

 最後の沿岸漁業改善資金につきましては、

延滞者全員が分納するという申し出をされて

おりますが、漁業経営環境の厳しい中、債務

者に加え連帯保証人に対しても催告を行い、

着実な納付がなされるよう努めております。 

 なお、今年度におきまして、繰り越した未

収金のうち、現在520万円の回収を確認いた

しております。 

 団体支援課は以上でございます。どうぞ審

議をよろしくお願いいたします。 

 

○船越農地・農業振興課長 農地・農業振興

課長の船越でございます。よろしくお願いし

ます。 

 農地・農業振興課の方は定期監査におきま

す公表事項はございません。 

 それでは、一般会計の歳入につきまして御

説明いたします。 

 資料の方の26ページをお願いいたします。

26ページでございます。 

 国庫支出金でございますけれども、不納欠

損、収入未済ともございません。 

 続きまして、27ページ、下のページです

が、諸収入におきましても、不納欠損、収入

未済ともございません。 

 それでは、続きまして、一般会計の歳出に

ついて御説明いたしたいと思います。 

 資料の28ページをお願いします。 

 上段の総務費の一般管理費でございます

が、不用額はございません。 

 次に、農林水産業費の農業総務費でござい

ますが、不用額は事業要望額の減少に伴いま

す執行残及び経費節減に伴う執行残でござい

ます。 

 続きまして、下から２段目でございます

が、農地総務費でございますが、不用額は人

件費の執行残でございます。 

 次に、農地調整費でございますが、不用額

は国の委託事業の入札残及び経費節減に伴う

執行残でございます。 

 農地・農業振興課は以上のとおりでござい

ます。よろしく御審議のほどお願いいたしま

す。 

 

○田中担い手・企業参入支援課長 担い手・

企業参入支援課長の田中でございます。 

 当課におきましては、定期監査における公

表事項はございません。 

 まず、一般会計の歳入について御説明いた

します。 

 説明資料の29ページをお願いいたします。 

 一番上の段、使用料及び手数料について、

不納欠損、収入未済額はございません。 

 次に、下から２つ目の段、国庫支出金につ

いて、不納欠損、収入未済額はございませ

ん。予算現額と収入済み額との比較で１億60

0万円余りの減額となっておりますが、繰り

越しによるものでございます。 
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 30ページをお願いいたします。 

 下段の財産収入には、不納欠損、収入未済

額ともございません。 

 一番下の生産物売払収入において増額とな

っておりますが、生産量の増及び市場価格の

変動によるものでございます。 

 31ページをお願いいたします。 

 繰入金及び諸収入とも不納欠損、収入未済

額はございません。 

 続きまして、一般会計の歳出について御説

明いたします。 

 資料の32ページをお願いいたします。 

 上段の農林水産業費の農業総務費でござい

ます。不用額は、人件費の執行残、緊急雇用

対策事業における雇用希望者の減少に伴う事

業要望の減及び経費節減に伴う執行残でござ

います。 

 次の農業改良普及費でございます。 

 翌年度繰越額156万円余りにつきまして

は、企業等農業参入支援事業分でございま

す。こちらは繰越事業調べの中で御説明させ

ていただきます。不用額は、ふるさと雇用事

業における研修希望者の減少及び経費節減に

伴う執行残でございます。 

 次の農業指導施設費でございます。 

 翌年度繰越額１億1,194万円余につきまし

ては、農業大学校の施設整備費分でございま

す。こちらも繰越事業調べの中で御説明させ

ていただきます。不用額は、人件費の執行残

及び経費節減に伴う執行残でございます。 

 一般会計は以上でございます。 

 それでは、農業改良資金特別会計の歳入に

ついて御説明いたします。 

 資料33ページをお願いいたします。 

 この特別会計は、新規就農者に対して就農

のための資金を貸し付けるものでございま

す。繰越金及び諸収入とも不納欠損、収入未

済額はございません。 

 繰越金の予算現額と収入済み額との比較で

6,600万円余の増額が出ておりますが、前年

度の貸付額の減等によるものでございます。

諸収入における増額は、貸付金の繰り上げ返

済によるものでございます。 

 続きまして、歳出について御説明いたしま

す。 

 資料の34ページをお願いいたします。 

 上段の農林水産業費、農業改良資金でござ

いますが、不用額はございません。 

 備考欄に就農支援資金貸付特別会計への繰

り出しと記載しております。これは、法律改

正に伴い移行しました特別会計へ資金を繰り

出したものでございます。 

 次に、公債費及び諸支出金ともに不用額は

ございません。 

 続きまして、附属資料の３ページをお願い

いたします。 

 ここに、繰り越しの４つの事業を挙げてお

ります。いずれも農業大学校関係の事業で、

平成22年度２月補正予算で御承認いただいた

ものでございます。 

 一番上の段、企業等農業参入支援事業にお

きまして156万円余の繰り越しがございまし

た。この事業は、農業参入を検討する企業等

に対して研修を行うものです。研修に使用す

るビニールハウス等の建築に要する経費でご

ざいましたが、研修計画の策定に日数を要し

たため、繰り越しとなったものでございま

す。 

 次の段、施設整備費において6,408万円余

の繰り越しがございました。この事業は、農

業大学校の哺育牛牛舎１棟の建てかえと設備

等の整備を図るものでございます。施設の設

計に日数を要したために繰り越しとなったも

のでございます。既存建物の解体を行い、12

月には新牛舎建設に着工し、年度内の竣工を

予定しております。 

 次の施設整備費(農大備品)では、814万円

余の繰り越しがございました。この事業は、

学生の実習に使用するトラクター等教材の更

新、整備を行うものでございます。機種の選
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定に日数を要したために繰り越しとなったも

のでございます。 

 次の施設整備費(緊急経済対策分)で3,971

万円余の繰り越しがございました。この事業

は、学生の実習に使用する教材の更新、整備

を行うものでございます。機種の選定に日数

を要したために繰り越しとなったものでござ

います。 

 担い手・企業参入支援課は以上のとおりで

ございます。御審議のほどよろしくお願いい

たします。 

 

○板東流通企画課長 流通企画課長の板東で

ございます。 

 流通企画課は、定期監査における公表事項

はございません。 

 それでは、一般会計の歳入について御説明

いたします。 

 資料の35ページをお願いいたします。 

 諸収入でありますけれども、不納欠損、収

入未済額ともにございません。 

 続きまして、一般会計の歳出について御説

明いたします。 

 資料は36ページをお願いいたします。 

 総務費、総務管理費の一般管理費でござい

ます。ここには不用額はございません。 

 次に、農林水産業費の農業費でございま

す。農業総務費でありますが、不用額につき

ましては、人件費の執行残と経費節減に伴う

執行残でございます。 

 流通企画課は以上のとおりでございます。

御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○原むらづくり課長 むらづくり課の原でご

ざいます。 

 本課は、４月に農地・農業振興課と農村整

備課、農業技術課のそれぞれの一部業務を引

き継いで発足いたしました。定期監査におけ

る公表事項はございませんでした。 

 次に、一般会計の歳入について御説明いた

します。 

 説明資料の37ページをお願いいたします。 

 分担金及び負担金でございます。県営中山

間地域総合整備事業実施に伴う地元負担金等

でございまして、不納欠損額、収入未済額と

もございません。 

 中ほどの国庫支出金でございますが、これ

は中山間地域等直接支払交付金等に対する国

庫補助金の収入でございます。不納欠損額、

収入未済額ともございません。 

 39ページをお願いいたします。 

 財産収入でございます。不納欠損額、収入

未済額ともございません。 

 次に、繰入金でございますが、不納欠損

額、収入未済額ともございません。予算現額

と収入済み額との差額につきましては、事業

量の減によるものでございます。 

 諸収入でございますが、不納欠損額、収入

未済額ともございません。 

 続きまして、歳出について御説明いたしま

す。 

 41ページをお願いいたします。 

 まず、農業費の農業総務費でございます

が、中山間地域等直接支払事業等に要した経

費でございます。不用額の2,700万円余につ

きましては、市町村要望額減による執行残と

経費節減に伴う執行残でございます。 

 次に、農作物対策費でございますが、農

地・水・環境保全向上対策事業、営農活動支

援等に要した経費でございます。不用額の60

0万円余につきましては、市町村等要望額減

による執行残と経費節減による執行残でござ

います。 

 42ページをお願いいたします。 

 農業構造改善事業費でございますが、地域

担い手経営基盤強化総合対策実践事業等に要

した経費でございます。翌年度繰越額が生じ

ておりますが、繰越事業につきましては、後

ほど説明させていただきます。不用額の9,90

0万円余につきましては、市町村等要望額減
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による執行残と経費節減に伴う執行残でござ

います。 

 次に、農地費の土地改良費でございます

が、県営中山間地域総合整備事業に要した経

費でございます。翌年度繰り越しにつきまし

ては、後ほど説明させていただきます。不用

額の400万円余につきましては、経費節減に

よるものでございます。 

 次に、繰り越しについて説明いたします。 

 附属資料の４ページをお願いいたします。 

 １段目の農業構造改善費の地域担い手経営

基盤強化総合対策実践事業で1,300万円余の

繰り越しがございました。 

 この事業は、農業者の施設整備に対して補

助を行うものですが、口蹄疫の発生によりま

す計画見直しに不測の日数を要したため、繰

り越しとなったものでございます。 

 また、資料の６ページにお進みください。 

 同じ事業でございますけれども、東日本大

震災によりまして必要な機材の入手ができな

くなって1,700万円余の事故繰越となったも

のでございます。両地区とも６月までの竣工

をいたしております。 

 ４ページに戻っていただきたいと思いま

す。 

 ２段目以降の土地改良費でございますが、

県営中山間地域総合整備事業費15地区、４億

6,200万円余の繰り越しがございました。 

 繰り越し理由につきましては、主なものと

いたしまして、用地買収の不調、地元調整及

び工法検討等に不測の日数を要したため、や

むを得ず繰り越したものでございます。９月

１日現在で１地区が完了いたしておりまし

て、残り14地区についても年度内完了の予定

でございます。 

 むらづくり課は以上でございます。よろし

く御審議のほどお願いいたします。 

 

○松尾農業技術課長 農業技術課長の松尾で

ございます。 

 まず、定期監査における公表事項について

御説明申し上げます。 

 収入証紙の消印につきまして、肥料登録申

請書に貼付された収入証紙の消印日が申請書

の受理日の翌日以降になっているとの指摘が

ございました。これは、申請書を受理後、肥

料の成分量の分析ですとか審査を行い、不備

がないと認められた段階で証紙の消印を行っ

ていたため、受理日と収入証紙の消印日が相

違したものでございます。 

 今後は、受理日と手続開始日、消印日が同

日であることが適切であるということを再認

識いたしまして、申請書を受理した時点で収

入証紙に消印を行うことといたします。 

 次に、一般会計の歳入について御説明いた

します。 

 資料の43ページから44ページまでが歳入と

なっておりますが、いずれも不納欠損、収入

未済額ともございません。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 資料の45ページをお願いいたします。 

 上段の総務費でございますけれども、繰り

越し、不用額ともございません。 

 次に、その下の段、農林水産業費の農業総

務費、それから農業改良普及費でございます

が、不用額は各地域振興局普及指導員等の職

員給与費の執行残及び経費節減に伴う執行残

でございます。 

 資料46ページをお願いします。 

 農業振興費、それから農作物対策費及び植

物防疫費でございますけれども、不用額は経

費節減に伴う執行残でございます。 

 農業技術課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○本田農産課長 農産課でございます。 

 農産課は、定期監査における公表事項はご

ざいません。 

 資料の47ページをお願いいたします。 

 まず、歳入についてですが、不納欠損額並
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びに収入未済額はありません。 

 ６段目の食料自給率向上・産地再生緊急対

策交付金が12億1,064万円の減となっており

ますが、これは国からの内示減及び平成23年

度への繰り越しによるものでございます。 

 続きまして、歳出についてですが、資料は

49ページをお願いいたします。 

 まず、農林水産業費の農業総務費ですが、

不用額141万円余は人件費の執行残でござい

ます。 

 次に、農作物対策費ですが、翌年度繰越額

６億6,295万円余につきましては、後ほど別

とじの附属資料で御説明申し上げます。 

 また、不用額７億1,691万円余の主な内容

といたしましては、国の内示額の減による執

行残が５億5,000万円余、残りは入札残や経

費節減によるものでございます。 

 続きまして、別とじの附属資料の繰越事業

について御説明申し上げます。 

 ７ページをお願いいたします。 

 まず、生産総合事業として、松橋地区、阿

蘇地区で実施しております食料自給率向上・

産地再生緊急対策事業についてですが、安全

対策の調整並びに騒音、振動対策の調整等に

不測の期間を要したことによるものでござい

ます。 

 また、３段目の小麦高付加価値システム化

事業につきましては、人員配置の調整に、ま

た、４段目のくまもと地産地消の家づくり推

進事業につきましては、資材の入手に不測の

期間を要したことによるものでございます。 

 農産課は以上でございます。御審議のほど

よろしくお願いいたします。 

 

○野口園芸課長 園芸課です。 

 定期監査の結果について公表事項はござい

ません。 

 一般会計の歳入関係につきまして、説明資

料50ページをお願いいたします。 

 不納欠損額、収入未済額ともにございませ

ん。 

 51ページの歳出関係について御説明申し上

げます。 

 翌年度繰り越しにつきましては、後ほど資

料で説明をいたします。 

 不用額について2,980万円余ございます。

不用額を生じた主な理由は、委託料の入札残

に伴います執行残、それから経費節減に伴い

ます執行残でございます。 

 それでは、附属資料の８ページをお願いい

たします。 

 熊本みかん高品質化緊急対策事業というこ

とで、マルチ資材の事業でございますけれど

も、２月補正でお願いしたものでございま

す。現在、事業終了しておりまして、実績報

告が提出されている状況でございます。 

 以上、園芸課でございます。よろしくお願

いいたします。 

 

○平山畜産課長 畜産課長の平山でございま

す。 

 初めに、定期監査における公表事項につい

て御説明いたします。 

 ミツバチの転飼に関する許可申請手数料に

つきましては、収入証紙により収入しており

ますが、証紙消印日が申請書受理日と異なっ

ているとの御指摘を受けました。 

 ミツバチの転飼は、ハチみつ採取あるいは

みつろう等の採取のためにミツバチを移動し

て飼育することでございます。転飼に関する

許可に当たりましては、事業者間の調整など

に時間を要しますが、この調整が整った後に

消印を行っていたことから日付に相違が生じ

たものでございます。御指摘を受けまして、

申請書受理日に証紙消印を行うように改善い

たしました。 

 次に、決算についてでございます。資料に

基づきまして説明させていただきます。 

 歳入につきまして、資料の52ページから57

ページでございます。 
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 不納欠損額、収入未済額はありません。予

算現額と収入済み額につきましては、差額の

大きいもののみについて説明させていただき

ます。 

 まず、53ページの３段目でございます。 

 国庫支出金につきまして、予算現額と収入

済み額との比較で３億1,100万円余の差が生

じておりますが、主に事業の繰り越しによる

減でございます。額が大きなものは、下から

４段目の公社営畜産基地建設事業費補助の１

億3,500万円余と54ページの３段目でござい

ます食料自給率向上・産地再生緊急対策交付

金の１億2,000万円及びその下の地域活性化

交付金の4,100万円余でございます。 

 次に、歳出について説明いたします。 

 説明資料の58ページをお願いします。 

 １段目の総務費につきましては、翌年度繰

越額及び不用額ともにございません。 

 中段の畜産総務費の不用額は人件費の執行

残でございます。 

 下段の畜産振興費の翌年度繰越額２億1,06

4万円余につきましては、畜産流通センター

及びＴＭＲセンターの整備関係でございま

す。 

 繰り越しにつきましては、後ほどまとめて

説明させていただきます。 

 不用額7,533万円余につきましては、右の

備考欄に内訳を記載しておりますが、主に畜

産総合対策事業で、団体からの要望が想定よ

り少なかったことによる執行残などでござい

ます。 

 59ページの１段目、家畜保健衛生費の翌年

度繰越額5,275万円余は、主に口蹄疫対策関

係の防疫資材備蓄倉庫整備関係でございま

す。また、不用額7,142万円余は、口蹄疫関

係事業の一部を国の直接採択事業へ振りかえ

たことによる執行残でございます。 

 下段の草地開発費の翌年度繰越額２億321

万円余は畜産基地建設整備関係でございま

す。 

 続きまして、附属資料の９ページをお願い

いたします。 

 繰越事業について御説明いたします。上の

表は明許繰越でございます。 

 １段目の熊本県食肉輸出促進対策事業は、

熊本県畜産流通センターの整備事業で１億3,

564万円余の繰り越しがございますが、施工

に当たり、地元から大型車の通行制限の要望

を受け、調整に不測の日数を要したものでご

ざいます。 

 ２段目は、八代の飼料製造施設ＴＭＲセン

ターの整備関係で7,500万円の繰り越し、３

段目は、口蹄疫対策のための防疫資材備蓄倉

庫整備関係で5,230万円余の繰り越しがござ

いますが、経済対策関係の交付金を活用して

補正予算で計上したもので、地元調整や設計

などに時間を要したことによるものでござい

ます。 

 ４段目、公社営畜産基地建設事業は２億32

1万円余の繰り越しでございますが、飼料基

地を整備する農用地整備事業であり、地元か

ら排水処理に関する要望を受け、調整に不測

の日数を要したものでございます。 

 下段は事故繰越でございます。 

 家畜保健衛生所の備品整備関係で、東日本

大震災により備品の納品がおくれたことによ

るものでございます。繰り越しを行った事業

の一部は完了しておりますが、その他施工中

のものについても早期完成に努めてまいりま

す。 

 畜産課は以上でございます。御審議のほど

よろしくお願いいたします。 

 

○宮崎農村計画課長 農村計画課の宮崎でご

ざいます。 

 定期監査の結果、公表事項はございませ

ん。 

 次に、一般会計の歳入について御説明をい

たします。 

 説明資料の60ページをお願いいたします。 
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 上から２段目でございますが、分担金及び

負担金の国営土地改良事業費負担金で収入未

済額が１億60万円余というふうになっており

まして、これが冒頭、部長から御説明をいた

しました収入未済についての項目でございま

す。 

 この収入未済額につきましては、右の備考

にございますように、国営土地改良事業とし

て実施をいたしました横島地区、それから矢

部地区、羊角湾地区の受益者負担金でござい

まして、これに係る収入未済ということでご

ざいます。これにつきましては、後ほど附属

資料で詳しく御説明をさせていただきます。 

 次に、60ページの上から４段目から、次の

61ページの国庫支出金及び諸収入につきまし

ては、不納欠損額、収入未済額ともにござい

ません。 

 次に、歳出につきまして御説明をいたしま

す。 

 62ページをお願いいたします。 

 上段の農林水産業費の農地総務費でござい

ます。これは主に職員給与費でございます

が、不用額の178万円余につきましては、人

件費の執行残ということでございます。 

 下段の土地改良費でございますけれども、

備考欄の事業の概要で記載しておりますけれ

ども、国営土地改良事業直轄負担金から、次

の63ページでございますが、きめ細かな農業

農村整備事業まで16項目ございます。不用額

の2,500万円余につきましては、入札に伴う

執行残、経費節減に伴う執行残及び事業減少

に伴う執行残ということでございます。 

 繰越金の1,100万円余につきましては、備

考欄の事業の15番目の農業農村整備推進交付

金でございますが、これは後ほど附属資料で

御説明をさせていただきます。 

 63ページをお願いいたします。 

 下段の農地防災事業費でございますが、こ

れは玉名・横島地区で実施しております直轄

海岸保全事業の県負担金でございまして、繰

越額はございません。 

 次に、繰り越しについて御説明をいたしま

す。 

 附属資料の10ページをお願いいたします。 

 農業農村整備推進交付金でございますが、

これは市町村や土地改良区が実施をいたしま

す団体事業への県の補助事業を整理統合いた

しまして、市町村の推進計画に基づきまして

交付金として交付をするものでございます

が、この中で玉名市が実施をいたします排水

路工事の施工に当たりまして、工法等の選定

に不測の日数を要したために、本年度に明許

繰越をしたものでございます。本年度には完

成する予定でございます。 

 次に、収入未済につきまして御説明をいた

します。 

 附属資料の48ページをお願いいたします。 

 先ほど御説明をいたしました国営土地改良

事業費負担金の収入未済についてでございま

す。 

 48ページの下に、ちょっと細こうございま

すけれども、参考１ということで流れ図を記

載しております。これで、まず、国営土地改

良事業の受益者負担金の納付の流れにつきま

して御説明をさせていただきたいと思ってお

ります。 

 国営事業の受益者負担金につきましては、

事業完了後、期間は事業によって異なります

けれども、15年でございますとか25年にわた

って分割払いをしていただくというようなこ

とになっております。 

 納付の流れにつきましては、図に書いてご

ざいますけれども、土地改良法の規定に基づ

きまして、国がまず１次負担者でございます

県に請求をいたしまして、県が一括納付をす

るということでございます。 

 県は、条例に基づきまして、土地改良区に

請求をいたします。土地改良区は、受益農家

に請求をいたしまして、受益農家から納付を

されました負担金を県に納付するというよう
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な流れになっております。 

 したがいまして、受益農家から土地改良区

に未納が生じれば、土地改良区から県への納

付額が県からの請求額を下回るということに

なりまして、結果として県で収入未済が発生

してしまうというようなことになるわけでご

ざいます。 

 これも流れ図に記載をしておりますけれど

も、債権と債務という関係で見ますと、土地

改良区が県の債務者でございまして、受益農

家は県ではなく土地改良区の債務者というこ

とになるわけでございます。 

 上段に平成22年度の収入未済の状況の記載

をしておりますが、先ほども御説明をいたし

ましたが、収入未済が１億60万円余というこ

とになっております。 

 中段に過去３年の推移を記載しております

けれども、平成22年度の収入未済額は前年度

に比べまして約60万円の減額ということにな

っております。 

 なお、平成22年度の過年度分、それから現

年度分の納付状況につきましては、48ページ

の下の参考２に記載をさせていただいており

ます。 

 続きまして、下段の収入未済額の状況でご

ざいますけれども、収入未済の件数といたし

ましては、県の債務者が土地改良区というこ

とでございますので、３件ということでござ

いまして、土地改良区からは県に毎年納付が

なされておりますので、分割納付中というこ

とでございます。 

 続きまして、未収金の対策につきまして御

説明をいたします。 

 下の49ページをお願いいたします。 

 まず、共通をいたしまして、１番から３番

の項目について対策として講じております。 

 まず、県の債務者でございます土地改良区

に対しての指導ということでございますが、

①から④に記載をしておりますが、未納解消

対策の計画の策定、それから未納者の一覧の

作成、納入の督促、土地改良区との協議、こ

ういったことを実施しております。 

 土地改良区との協議におきましては、各未

納受益者の状況の確認、それから、今後の対

応方針につきまして、ヒアリングを行った上

で具体的な個別の指導を実施するなど、きめ

細かな指導を行っております。 

 特に、未納受益者からの分納誓約書の徴取

と確実な履行、納付状況が悪い未納受益者に

対する速やかな滞納処分の実施につきまして

は、農林水産部未収金対策会議での検討を踏

まえまして、重点的に取り組みを行いまし

た。 

 次に、土地改良区が行います未納解消対策

への支援といたしまして、未納受益者に対す

る夜間の臨戸徴収への同行、こういったもの

を実施しております。 

 それから、３番目でございますが、収入未

済の解消につきましては、未納が発生してい

る地区の農業所得の向上でございますとか経

営の安定が非常に重要だということでござい

まして、農林水産部内の関係各課と連携をい

たしまして営農指導をしております。 

 具体的には、①から③に記載をしておりま

すように、関係者で構成をいたします営農対

策協議会、こういったものを開催いたしまし

て、新規作物の導入でございますとか農地の

有効利用について検討しておるところでござ

います。 

 こういった取り組みを行いました結果と申

しますか、成果につきまして、(4)に記載を

しております。 

 まず、共通してでございますが、３土地改

良区とも未納受益者につきましては減少いた

しまして、３土地改良区合わせてでございま

すが、平成21年度の139名から、平成22年度

は121名ということになっております。 

 次に、矢部地区でございますが、合同臨戸

の際に、未納されている受益者９名の方から

約60万円を回収するということとともに、営
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農対策協議会等によりまして未利用地の利用

促進に取り組んだ結果でございますが、地区

内の耕作放棄地に新たに企業が農業参入をさ

れております。 

 羊角湾地区でございますが、県からの指導

を踏まえて土地改良区に粘り強い交渉を行っ

ていただきました結果、これまで納付をされ

ていない方が新たに納付をするということで

約束を取りつけられたということでございま

すとか、大口の未納受益者の方からの納付に

ついて道筋をつけることができたということ

などがございます。 

 また、羊角湾土地改良区につきましては、

これまで滞納処分を実施されてなかったわけ

でございますが、滞納処分を行うための土地

改良法の手続、これにつきましては、年度末

に完了したというようなことで一歩を踏み出

していただいております。 

 最後になりますが、御説明をいたしました

ように、部内の未収金対策会議での検討を踏

まえまして、土地改良区への具体的な指導を

きめ細かく実施をするとともに、部内の関係

各課とも連携をした地域の営農指導などの取

り組みによりまして、収入未済の解消に引き

続き努めてまいりたいというふうに思ってお

ります。 

 農村計画課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○大里技術管理課長 技術管理課の大里でご

ざいます。 

 定期監査において報告された公表事項はご

ざいません。 

 当課は、一般財源の県単独事業のみであ

り、諸収入等もありませんので、歳入に関す

る調べはございません。 

 それでは、歳出に関する調べを説明させて

いただきます。 

 資料の64ページをお願いいたします。 

 中段の土地改良費でございます。 

 備考欄の事業の概要として、電子入札シス

テム等の運営を行っておりますＣＡＬＳ／Ｅ

Ｃ事業の農業分と企業参入促進支援農地情報

図整備事業の２項目でございます。繰越額は

ございません。不用額の1,533万3,000円は、

公共事務費への振りかえに伴う執行残及び事

業減少に伴う執行残でございます。 

 次に、最下段の林業費の林業総務費でござ

います。繰越額はございません。不用額の16

7万円は、事業減少に伴う執行残でございま

す。 

 技術管理課は以上でございます。どうぞ御

審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○田上農地整備課長 農地整備課の田上でご

ざいます。 

 農地整備課は、定期監査における公表事項

はございません。 

 一般会計の歳入について御説明いたしま

す。 

 説明資料の65ページをお願いします。 

 分担金及び負担金でございます。66ページ

の７段目まで記載しておりますが、県営事業

実施に伴う地元負担金等でございまして、不

納欠損額、収入未済額ともございません。 

 なお、分担金と負担金で予算現額と収入済

み額との間に増減が生じておりますが、これ

は主に予算計上後に負担金と分担金の間で移

動があったことによるものでございます。 

 次に、67ページをお願いします。 

 国庫支出金でございますが、67ページから

68ページになります。 

 これは、土地改良事業等に対する国庫補助

金及び災害復旧に対する国庫補助金の収入で

ございます。不納欠損額、収入未済額ともに

ございません。 

 67ページの２段目の農地費国庫補助金で、

予算現額と収入済み額との比較で17億3,952

万円余の差が生じておりますが、主に繰り越

しによる減でございます。 
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 同じく68ページ最下段の災害復旧費国庫補

助金で、予算現額と収入済み額との比較で3,

075万円余の差が生じておりますが、これは

災害の発生が少なかったことによる事業量の

減でございます。 

 69ページをお願いします。 

 １段目の財産収入、２段目の繰越金です

が、ともに不納欠損額、収入未済額ともござ

いません。 

 次に、３段目の諸収入でございますが、不

納欠損額、収入未済額ともにございません。

予算現額と収入済み額との差額につきまして

は、主なものとしまして、70ページの４段目

にあります換地処分清算金の事業量減による

ものでございます。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 71ページをお願いします。 

 １段目の総務費の一般管理費でございます

が、不用額はございません。 

 ２段目の農林水産業費の農地費でございま

すが、内訳としまして、農地総務費と土地改

良費、それに次ページの農地防災事業費がご

ざいます。 

 まず、農地総務費でございますが、職員給

与費及び地籍調査費等に要した経費でござい

ます。不用額の174万円余につきましては、

土地改良事業国庫支出金等返納金の執行残及

び人件費の執行残等でございます。 

 次に、土地改良費でございますが、備考欄

に記載しております事業の概要のとおり、各

種土地改良事業に要した経費でございます。

翌年度繰越額が生じておりますが、繰り越し

につきましては、後ほど説明させていただき

ます。不用額１億5,677万円につきまして

は、事業量減少に伴う執行残、入札に伴う執

行残、電柱移転工事等の事業費負担減に伴う

執行残等でございます。 

 次に、72ページの農地防災事業費でござい

ますが、農地防災対策関連事業に要した経費

でございます。翌年度繰越額が生じておりま

すが、繰り越しにつきましては、後ほど説明

させていただきます。不用額3,425万円余に

つきましては、事業量減少に伴う執行残等で

ございます。 

 73ページをお願いします。 

 災害復旧費でございますが、不用額4,011

万円余につきましては、災害の発生が少なか

ったことによる事業量の減による執行残でご

ざいます。 

 次に、別冊の決算特別委員会附属資料の11

ページをお願いいたします。 

 繰越事業につきましては、11ページから18

ページまでが農地整備課分でございます。通

常分と経済対策分の繰り越しを記載しており

ます。 

 18ページをお願いします。 

 合計で66地区、繰越額37億1,729万円余で

ございます。繰り越し理由につきましては、

主な理由としましては、用地買収並びに地元

調整、工法の検討等に不測の日数を要したた

め、やむを得ず繰り越したものでございま

す。いずれの地区も今年度内完了の見込みで

ございます。 

 次に、同じ附属資料の55ページをお願いし

ます。 

 取得用地の未登記一覧表を記載しておりま

すが、表の中ほどにあります登記残筆数は、

平成19年度末の162件から、平成22年度末に

は132件となっております。今後とも未登記

の解消に向けて努力してまいります。 

 農地整備課は以上のとおりでございます。

よろしく御審議のほどお願いいたします。 

 

○河合森林整備課長 森林整備課の河合でご

ざいます。 

 森林整備課関係につきましては、定期監査

での公表事項はございません。 

 説明資料の74ページをお願いいたします。 

 歳入について御説明いたします。 

 森林整備課の歳入につきましては、不納欠
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損額及び収入未済額はございません。主に予

算現額と収入済み額の差額が大きい部分につ

いて御説明いたします。 

 74ページ中段の国庫支出金でございます

が、予算現額と収入済み額の比較の欄がマイ

ナス11億5,800万円余となっております。こ

れは、下から３段目の地域活性化交付金、そ

れから一番下の欄の造林事業費補助でござい

ますが、これらの国からの補助金、交付金を

財源として行う間伐や作業道の整備等の事業

を繰り越したことによりまして、調定額を減

額したことによるものでございます。 

 次に、75ページをお願いいたします。 

 上から４段目の財産収入でございますが、

1,500万円余の増となっております。これ

は、県有林の木材の販売による収入が増加し

たことによるものでございます。 

 次に、76ページの繰入金でございますが、

４億8,300万円余のマイナスとなっておりま

す。これは、下から４段目の森林整備促進及

び林業等再生基金繰入金などの国の補助によ

り積み立てた基金を取り崩し、これを財源と

して行う事業につきまして、予定していた事

業量が減少したことによるもの及び繰り越し

により調定額を減額したことによるもので

す。 

 続きまして、歳出でございます。主に繰り

越しと不用額の大きいものにつきまして御説

明いたします。 

 78ページをお願いいたします。 

 まず、林業総務費でございます。2,365万

円余の不用額を計上しておりますが、これに

つきましては、主に備考欄６の森林境界明確

化事業及び森林整備地域活動支援交付金事

業、備考欄９の１つ目の括弧の針広混交林化

促進事業などの事業におきまして、事業要望

が想定より少なかったことや経費節減等によ

るものでございます。 

 次に、79ページをお願いいたします。 

 林業振興指導費の翌年度繰越額７億2,389

万円余でございますが、これは備考欄４の経

済対策として実施させていただきました間伐

等森林整備促進対策事業の繰り越しによるも

のでございます。 

 次に、中段の森林病害虫駆除費の翌年度繰

越額3,500万円でございますが、同じく経済

対策として実施させていただきました松くい

虫被害緊急対策事業の繰り越しによるもので

ございます。 

 次に、造林費でございますが、翌年度繰越

額13億2,795万円余につきましては、備考欄

１の造林事業費の森林環境保全整備事業及び

路網ネットワーク緊急整備事業の繰り越しに

よるものでございます。 

 80ページをお願いいたします。 

 県有林費でございますが、翌年度繰越額2,

500万円につきましては、備考欄４の県有林

造成事業費のうち、経済対策として実施いた

しました県有林整備事業及び県有林林道作業

道維持修繕事業によるものでございます。 

 次に、不用額2,669万円余でございます

が、備考欄４の県有林造成事業費のうち、県

有林整備事業の素材生産事業におきまして、

木材の生産量が減少したことによる事業量の

減少によるもの及び県有林整備事業の素材生

産事業におきまして県有林作業道開設事業費

の減少によるもの等でございます。 

 続きまして、附属資料の19ページをお願い

いたします。 

 森林整備課の繰越事業でございます。いず

れも経済対策として実施いたしました事業で

ございますが、間伐等森林整備促進対策事業

費及び路網ネットワーク緊急整備事業につき

ましては、市町村や森林組合が行う作業道の

整備につきまして、実施箇所の決定に日数を

要したものでございますが、現在完了いたし

ております。また、森林環境保全整備事業費

につきましては、事業箇所の決定に日数を要

したため、県有林林道作業道維持修繕事業費

につきましては、工法の検討に日数を要した
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ため、繰り越したものでございます。いずれ

も年度内に完了できる見込みでございます。 

 森林整備課関係は以上でございます。よろ

しくお願いいたします。 

 

○岡部林業振興課長 林業振興課です。 

 まず、定期監査での公表事項はありませ

ん。 

 説明資料の81ページをお願いいたします。 

 一般会計の歳入ですが、いずれの科目につ

きましても不納欠損額、収入未済額はありま

せん。 

 主な項目について説明をさせていただきま

す。 

 最上段の負担金ですが、予算現額と収入済

み額に467万円余の差額が出ております。こ

れは、山のみち地域づくり交付金により整備

している林道事業の繰り越しなどによるもの

です。 

 ２段目の国庫支出金につきましては、12億

1,327万円余の差額が出ておりますが、これ

は23年度へ繰り越したことや事業量の減など

によるものです。 

 まず、林業費国庫補助金で予算現額と収入

済み額の差に11億7,726万円となっておりま

す。主なものとしまして、県、市町村が林道

事業を実施しています農山漁村地域整備交付

金で５億7,051万円余の繰り越し、林道事業

費補助で３億9,320万円余の繰り越し及び県

営林道事業の工事中止に伴う事業量の減、最

下段の林業地域総合整備事業費補助で１億3,

509万円余を繰り越したことなどによるもの

です。 

 82ページをお願いします。 

 ２段目の災害復旧費国庫補助金で3,601万

円余の差額が出ておりますが、これは現年林

道災害復旧事業において繰り越し及び国の内

示減、工法変更による事業量の減少などによ

るものでございます。 

 次に、最下段から２つ目の繰入金の林業担

い手育成基金繰入金でございますが、予算現

額と収入済み額に1,077万円余の差額が出て

おります。これは、林業担い手対策の研修内

容変更などの事業量減によるものでございま

す。 

 続きまして、１ページ飛びまして、84ペー

ジをお願いします。 

 一般会計の歳出であります。 

 農林水産業費の林業費で24億855万円余の

繰り越しと１億6,751万円余の不用額となっ

ております。 

 主なものを御説明いたします。 

 最下段の林業振興指導費ですが、85ページ

まで備考欄に記載しております事業で５億76

6万円余を繰り越しております。これにつき

ましては、後ほど御説明申し上げます。 

 また、不用額が6,937万円余となっており

ます。備考欄の担い手対策事業や施業の集約

化を行います３の林業労働力対策事業費で

は、委託料の執行残、また、85ページをお願

いしますが、85ページに記載しております10

の製材工場や高性能林業機械の整備を行う緑

の産業再生プロジェクト促進事業では、入札

残や申請取り下げ等により不用額が生じてお

ります。 

 次に、85ページの林道費で19億89万円余の

繰り越しを行っております。これにつきまし

ても、後ほど御説明申し上げます。 

 また、9,732万円余の不用額が出ておりま

す。これは、備考欄に記載しております１の

県営林道事業及び５の単県林道事業費におけ

る事業量の減少によるものです。 

 最下段の災害復旧費の林道災害復旧費では

1,862万円を繰り越しております。また、1,7

49万円余の不用額が出ております。これは、

主に備考欄１の現年林道災害復旧費に対し国

の内示額の減によるものでございます。 

 次に、附属資料をお願いいたします。 

 附属資料の20ページをお願いいたします。 

 20ページから25ページにかけまして、県産
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材利用加速化促進事業費のほか、県営林道事

業費など10事業で明許繰越事業を記載してお

ります。 

 25ページの最下段でございますけれども、

22年度から23年度へ合計の50カ所、23億8,97

6万円余を繰り越しております。主な理由と

いたしましては、用地交渉に時間を要したこ

と、また、工法検討に不測の日数を要したこ

となどによるものです。 

 20ページにお返りいただいてよろしいでし

ょうか。 

 ２段目に進捗が10％という県産材利用加速

化促進事業費がございますが、このほか、進

捗欄に10％、20％の事業が８つございます。

今月中旬に再調査いたしまして、20ページの

宇土市の建物以外はすべて30％から50％に上

がっております。なお、宇土市分の事業につ

きましては、２月中旬に機械設備の設置を行

うということで、３月中には竣工の予定でご

ざいます。 

 続きまして、26ページをお願いいたしま

す。 

 事故繰越分です。 

 フォレスト・コミュニティ総合整備事業費

の湯鶴葉線１カ所、3,741万円余を事故繰越

として繰り越すこととなったものです。 

 繰り越し理由の欄のとおり、橋梁上部工架

設において設計諸条件を精査した結果、工法

を見直す必要が生じ、工事に不測の日数を要

したため、やむなく事故繰越となったもので

ございます。工事は既に完了しております。 

 林業振興課は以上です。御審議のほどよろ

しくお願いいたします。 

 

○本田森林保全課長 森林保全課の本田でご

ざいます。 

 森林保全課関係につきまして、定期監査で

の公表事項はございません。 

 それでは、歳入に関する調べについて御説

明申し上げます。 

 説明資料の86ページをお願いいたします。 

 歳入関係について、森林保全課関係の不納

欠損額、収入未済額はございません。予算現

額と収入済み額の比較でマイナス17億8,000

万円余の国庫補助金の差が生じております。

これは治山事業の農山漁村地域整備交付金及

び災害関係で、資料87ページでございます

が、現年治山災害復旧費補助まで合計いたし

まして、事業量の減少及び繰り越しによりマ

イナスが生じているものでございます。 

 中ほど、財産収入でございます。これは、

公用車の売却収入でございます。 

 次に、繰越金でございます。これは、事業

の繰り越しに伴う一般会計の繰越金でござい

ます。 

 次に、諸収入でございます。88ページをお

願いします。 

 雑入で29万円余の収入があっております。

これは、公用車が交通事故により使用不能に

なったため、相手方から支払われました損害

賠償金でございます。 

 この事故につきましては、相手方の車がセ

ンターラインを越えて衝突したもので、過失

割合は０・10でございます。県職員に過失は

ございません。 

 次に、開発指定事業高率補助精算金でござ

います。これは、平成20年度及び21年度の治

山事業に係る補助率差額金でございます。事

業量の増加等により２億2,000万円余の収入

があっております。 

 次に、歳出に関する調べについて御説明申

し上げます。 

 資料89ページをお願いします。 

 林業費で翌年度繰越32億7,327万円余、不

用額１億4,418万円余が生じております。繰

り越しについては、後ほど説明させていただ

きます。不用額につきましては、林業総務費

の105万円余については、人件費等の執行残

でございます。 

 治山費の１億4,313万円余の不用額につき
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ましては、備考欄に掲げてあります治山事業

費から７番の保安林整備事業費まで、それぞ

れ事業量の減少や入札残による執行残でござ

います。 

 資料90ページをお願いします。 

 災害復旧費、治山施設災害復旧費でござい

ます。不用額158万円余につきましては、入

札残でございます。 

 続きまして、附属資料の27ページをお願い

します。 

 治山関係の繰り越しでございます。明許繰

越と事故繰越がございます。 

 まず、明許繰越について御説明申し上げま

す。 

 27ページから35ページの中ほど、小計の欄

まで103カ所、30億4,400万円余の繰り越しを

行っております。現在、68カ所については事

業が完了しております。残り35カ所について

も年度内の完了予定でございます。 

 主な理由といたしましては、資材搬入路の

選択に当たり、地元との交渉及び立木補償等

に係る交渉に不測の日数を要したことによる

ものでございます。 

 次に、同じ35ページ、緊急治山事業費でご

ざいます。 

 八代市泉町栗木及び五木村字上荒地の２カ

所で4,789万円余について繰り越しをしてお

ります。保安林に関する交渉及び関係機関と

の協議に不測の日数を要したことによるもの

でございます。２カ所とも年度内完了の予定

でございます。 

 次に、同じ最下段、単県治山事業費でござ

います。 

 単県治山事業費、次の36ページまで10カ

所、2,922万円余を繰り越しております。こ

れにつきましては、経済対策で実施したこと

によるもので、事業箇所の決定に不測の日数

を要したことによるものでございます。 

 続きまして、森林保全施設管理整備事業費

でございます。36ページの下段２つ、それか

ら37ページ上段２つの４カ所でございます。

トータルで1,094万円の繰り越しを行ってお

ります。これにつきましても、経済対策で実

施したもので、事業箇所の決定に不測の日数

を要したためでございます。 

 続きまして、中ほど、単県治山事業費（市

町村営）でございます。宇土市下網田町で実

施したものでございまして、これは宇土市が

実施したもので、基本設計に係る調査に不測

の日数を要したためでございます。 

 続きまして、保安林整備事業費、38ページ

の下から２段目まで計14カ所、5,000万円の

繰り越しを行っております。これも経済対策

で実施したものでございまして、伐採木の選

定に当たり所有者との交渉に不測の日数を要

したことによるものでございます。 

 最後に、最下段、過年治山災害復旧費でご

ざいます。これは八代市樅木字樅木で実施し

ているものでございまして、地すべりに係る

調査に不測の日数を要したために、やむを得

ず繰り越しを行ったものでございます。 

 資料39ページをお願いします。 

 事故繰越でございます。 

 上段、緊急治山事業費及び下段の過年治山

災害復旧費、これは両方とも同じ箇所でござ

いまして、工事発注後の降雨によりまして地

表変動が顕著になり、その調査検討に工事中

止を余儀なくされたために、やむを得ず事故

繰越を行ったものでございます。本件につき

ましては、６月に既に事業が完了しておりま

す。 

 森林保全課関係は以上でございます。御審

議のほどよろしくお願いします。 

 

○鎌賀水産振興課長 水産振興課でございま

す。 

 定期監査での公表事項はございません。 

 説明資料の91ページをお願いいたします。 

 歳入についてでございます。不納欠損額、

収入未済額はございません。 
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 主な項目について説明を申し上げます。 

 中段の手数料のところでございますが、こ

こに増減がございますが、これは当初の見込

みと実績が異なったことにより増減が生じた

ものでございます。 

 下の方、国庫支出金のところでございます

が、地域活性化・経済危機対策臨時交付金の

割り当て増により658万円余の増額となって

おります。 

 次の水産業振興等施設整備交付金でござい

ますが、これは事業量の減により765万円余

の減額となっております。 

 次の有明海漁業振興技術開発事業費補助で

ございますが、同じく事業量の減により980

万円の減額となっております。 

 次に、92ページをお願いいたします。 

 最上段の地域活性化交付金の減額につきま

してでございますが、これは繰り越しによる

もので、内容につきましては、後ほど御説明

いたします。 

 次の水産業振興等推進交付金でございます

が、これは事業量の減により642万円余の減

額となっております。 

 次に、93ページをお願いいたします。 

 中ほどに繰越金がございますが、これは先

ほど91ページで御説明いたしました地域活性

化・経済危機対策臨時交付金の割り当て増に

伴いまして、これに見合う658万円余が減額

となっております。 

 次に、94ページをお願いいたします。 

 歳出について御説明いたします。 

 水産業振興費予算現額14億200万円余に対

しまして、翌年度繰越額が６億円で、これは

後ほど御説明いたしますが、赤潮被害対策実

証試験支援事業によるものでございます。不

用額4,300万円余につきましては、入札残と

事業量の減少等によるものでございます。 

 95ページをお願いいたします。 

 中ほどの漁業経営構造改善事業費の不用額

765万円余につきましては、これは事業量の

減少に伴う執行残でございます。 

 一番下の欄、漁業取締費の不用額713万円

につきましては、人件費の執行残、経費の節

減による執行残でございます。 

 附属資料の40ページをお願いいたします。 

 繰越事業調べでございます。 

 赤潮被害対策実証試験支援事業におきまし

て、実証試験の試験内容、方針の決定に日数

を要したため、繰り越したものでございま

す。 

 水産振興課は以上でございます。よろしく

お願いいたします。 

 

○平尾漁港漁場整備課長 漁港漁場整備課で

ございます。 

 当課におきましては、定期監査での公表事

項はございません。 

 まず、歳入について御説明いたします。 

 説明資料の96ページをごらんください。 

 上から３段目、公害防止事業費事業者負担

金と最下段の漁港施設使用料について未収金

がございます。これにつきましては、後ほど

附属資料の収入未済に関する調べで御説明さ

せていただきます。 

 97ページをごらんください。 

 ３段目、国庫補助金につきまして、予算現

額と収入済み額との差が５億33万円余ござい

ますが、これはいずれも事業量の減及び繰り

越しに伴うものです。 

 98ページをごらんください。 

 上から５段目、土地売払収入として380万

円を、また、下から２段目、雑入につきまし

て7,000円の不納欠損額を計上しております

が、これらにつきましても詳細は附属資料で

御説明させていただきます。 

 それでは、附属資料の50ページをごらんく

ださい。 

 まず、公害防止事業費事業者負担金の未収

金について御説明します。 

 県は、水俣市の丸島漁港において、昭和62
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年度、公害防止事業により水銀を含んだ汚泥

の除去を行っておりますが、汚染原因者の１

人が負担すべき金額9,070万2,000円のうち、

強制徴収などより847万7,000円は回収してお

りますが、8,222万5,000円が未納となってい

るものでございます。 

 現在は、無限責任を有する代表者の老齢年

金の受給権を差し押さえ、未収金に充当する

状況となっております。 

 今後の対応策につきましては、老齢厚生年

金を引き続き差し押さえるとともに、新たな

資産の保有がないかの資産調査も継続して実

施し、可能な限り債権回収に努力してまいり

たいと考えております。 

 次に、漁港施設使用料の未収金について御

説明いたします。 

 この未収金は、牛深漁港の浄化施設使用料

に関するものでございます。県では、平成７

年に、水産物の加工に伴う漁港内及び周辺海

域の水質及び環境保全を図る目的で、天草市

後浜に浄化施設を建設しておりますが、近年

の漁獲高の減少と加工用原料の高騰により、

施設を利用している水産加工業者等の経営状

況が悪化し、使用料の滞納に至ったものでご

ざいます。 

 平成22年度は、利用者との早期接触を図る

ことで施設利用者の経営状況を把握し、新た

な未収金の発生防止に取り組んだ結果、未収

金は昨年度末に比べ51万6,000円減の451万6,

000円となっております。 

 今後の対応策につきましては、引き続き新

規の未収金の発生防止に努めるとともに、滞

納者への電話や訪問による督促等により未収

金の回収を進めてまいります。 

 51ページ、不納欠損に関する調べをごらん

ください。 

 １件、7,000円の不納欠損を計上しており

ます。これは、平成17年度に請負業者の倒産

により契約解除となった工事代金の前払い金

に係る利息により発生した未収金でございま

す。倒産した業者の破産手続が平成22年４月

21日に終結し、県の債権が消滅したため、同

年11月に不納欠損処理を行ったものでござい

ます。 

 54ページ、県有財産処分一覧表をごらんく

ださい。 

 これにつきましては、熊本市河内町の県管

理塩屋漁港におきまして、漁港区域内に公民

館として利用されていた単独用地が公民館移

転に伴い約230平方メートル不用となり、一

般競争入札により売却して得た収入金でござ

います。 

 次に、歳出関係でございます。 

 説明資料にお戻りください。資料の99ペー

ジをごらんください。 

 最下段、沿岸漁場整備開発事業費の不用額

が2,202万円余となっておりますが、これは

事業量の減少及び入札残等により不用となっ

たものです。主なものといたしまして、県営

八代海地区水域環境保全創造事業でおおよそ

1,770万円が不用となっております。 

 次に、100ページをお願いいたします。 

 漁港建設管理費の不用額が3,350万円余と

なっておりますが、これも事業量の減少及び

入札残等に伴うものでございます。主なもの

といたしまして、天草市営の崎津漁港漁業集

落環境整備事業でおおよそ1,062万円、芦北

町営の牛の水漁港漁村再生交付金事業でおお

よそ325万円が不用となっております。 

 次に、繰り越しについて御説明いたしま

す。 

 附属資料をお願いいたします。 

 41ページから43ページにかけて繰り越しに

ついて記載しております。 

 43ページをお願いいたします。最下段をご

らんください。 

 22年度から23年度へ８億7,164万円を繰り

越しております。繰り越し箇所数は17カ所

で、主な繰り越し理由といたしましては、地

元や関係機関等との協議、調整に日数を要し
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たもの、工法検討に日数を要したものなどで

ございます。資料では、指導監督費を除き15

カ所が未完了となっておりますが、年度内に

はすべて完了する予定でございます。 

 以上で漁港漁場整備課の説明を終わりま

す。 

 

○藤川隆夫委員長 以上で農林水産部の説明

が終わりましたので、質疑に入りたいと思い

ます。質疑はありますか。 

 

○岩下栄一委員 水産振興課ですけど、こん

なところで聞いていいかどうかわかりません

が、国庫委託でノリの色落ち調査とか有明海

の環境調査が書いてございますけど、ノリは

熊本の特産品というか、相当の生産量を誇っ

ているけど、去年何位ぐらいだったですかね

日本で、ノリの生産量というのは。 

 

○鎌賀水産振興課長 水産振興課でございま

す。 

 有明海は日本一でございますが、その中で

熊本県は３番目の生産額を誇っております。 

 

○岩下栄一委員 ああ、そうですか。 

 それで、ノリの色落ちの原因はいろいろあ

ると思うんですね。諫早湾の干拓事業も影響

しているとか、いろいろありますけど、ノリ

の養殖で病害虫を防ぐために酸性消毒が盛ん

に行われていると。水産庁は酸性の消毒を適

正に行うべきだという通達を早い時期に出し

ているけど、今有明海では過剰な投与が行わ

れているんじゃないかという学識経験者等の

指摘があるわけですね。そういうものも色落

ちに関係するんじゃないかということで、こ

の委託事業で昨年いろいろやられたけど、何

らかの見通しというか、そういうものは出た

んですか。 

 

○鎌賀水産振興課長 今委員が酸処理とおっ

しゃいましたが、活性処理といった言い方も

しておりますけども、そのものは、食品に用

いますような酸を用いてノリにつきます小さ

な雑草、珪藻類を除去したり、あるいは、最

近では病害を未然に防ぐということで使用し

ております。その中には、その酸とともに燐

とかなんかも含まれておりまして、逆に色落

ちという観点では色落ちを防ぐようなものに

なっております。 

 酸処理剤につきましては、栄養分を付加す

る部分がございますので、海域の富栄養化と

いうふうなところにも影響を与えるだろうと

いうことで、業界の中である程度の量を制限

しようということでやっておりますけども、

生産量の増減あるいは病害の発生状況によっ

て非常に量が多少するようなところがござい

ます。 

 

○岩下栄一委員 それでね、この酸性剤処理

ということですけど、これは見ようによって

は海の農薬というか、そういう見方があっ

て、ほかの魚介類に対する影響はないのかな

というのがあるんですけど、その点はどうで

すか。 

 

○鎌賀水産振興課長 農薬というよりも、あ

くまでも食品に用いる有機酸を用いておりま

して、リンゴ酸ですとかクエン酸、そういっ

たものが主成分でございます。そもそも薬品

といいましても、食品に用いるものというこ

とで御了解いただきたいと思いますが、酸に

よる影響につきましては、種々試験を行って

おりまして、海水そのものにそもそも酸性、

アルカリ性を中和する作用がある程度あると

いうことでございまして、大きな影響はない

ということで、これまでの研究結果では出て

おります。 

 以上です。 

 

○岩下栄一委員 最後ですけど、いろんな佐
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賀大学とか大学の研究者の論文をちょっと読

んだんですけど、やっぱり海の農薬という観

点に立つと、いろんな有機燐酸とかなんか含

まれているとすれば、やっぱり魚介類に対す

る影響もあるんじゃないかなという気がする

ものですから、適正な使用を県としても指導

していただきたいと、業界に。お願いしてお

きます。 

 

○松岡徹委員 時間もないようですから、幾

つか、省いて３つだけ質問したいと思いま

す。 

 １つは、41ページの鳥獣被害対策の問題

で、環境生活の決算委員会のときちょっと聞

いたけれども、わからぬだったので農水のと

きにということで、鳥獣被害は近年非常に深

刻になっている中で、他県の例を見ますと、

専門家、技術者を集めたセンターをつくっ

て、県と市町村連携で系統的な対策をとって

いる例もちょっと見たわけですけど、環境の

ときに聞いたら、いわば民間の狩猟関係の人

たちの援助をいただくということの答弁があ

ったんですけど、農政の方としては、林業も

含めてだと思いますけど、そういった点はあ

るのかなと、また、検討されているのかな

と。 

 それから、電気さくで、個人の設置とか、

山間部の小規模なやつとか、あるいは古くな

ったやつの更新とかいうのは全額個人負担と

いう話を聞いたんですけど、ここら辺は何か

そうなのか、改善の余地があるのかというこ

とですね。 

 それから、２つ目は、53ページ、59ページ

にかかわる家畜伝染病口蹄疫の問題ですが、

22年度は大変な年だったと思いますが、この

口蹄疫問題等の中から酌み取られた教訓と

か、今後のことを含めて、どういったことを

考えておられるのかなと。 

 それから、最後に間伐材のところが79ペー

ジにあるんですけど、私がちょっと問題意識

を持っているのは、木質バイオマスの活用と

いう点では、どういったことがやられたのか

な、また、今後に生かす考え方というのは、

どういうものがあるのかなというのを、３点

だけ伺いたいと思います。 

 

○原むらづくり課長 鳥獣害について、むら

づくり課の方からお答えいたします。 

 今委員の方から――いわゆる専門家の指導

ということでよろしいでしょうか。 

 

○松岡徹委員 専門家を集めたセンターをつ

くっているところがあるんだよね。 

 

○原むらづくり課長 はい、存じておりま

す。熊本県の場合には、そういったセンター

はまだつくっておりません。ただし、そちら

の方、中国地方の方でそういうのをつくって

おられますけれども、そちらの先生を毎年招

聘いたしまして研修会は重ねております。環

境の方の委員会の方でお尋ねになったことも

重々承知いたしております。環境の方では、

猟友会の方の力をかりてやってございます。 

 現在、鳥獣対策につきましては、県庁内プ

ロジェクト会議をことし立ち上げまして、情

報の共有化を図りまして、いわゆる効率的

な、効果のあるような対策を立てるように、

ことしから再編した次第でございます。 

 個人負担でするような施設じゃないかとい

うようなお話がございました。国庫の交付金

でございますけれども、採択要件といたしま

して、受益戸数３戸以上の縛りがございま

す。多分そのことだろうと思いますけども、

その点につきましては国庫補助は使えないと

いうことでございます。 

 その対策、見返りと申しますか、かわりで

ございますけれども、その事業以外で例えば

中山間の直接支払い、これにつきましては、

使途につきましては自由でございますので、

そういった小規模な対応でも可能でございま
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す。そして、市町村でも独自に個人設置への

補助を行っているところもあると聞いており

ますので、そちらの方でも可能かと思ってお

ります。 

 更新につきましてでございますけども、国

庫補助金につきましては、耐用年数が過ぎた

ものにつきましては更新はできると。ただ

し、耐用年数が過ぎてないと更新はできませ

んので、更新できるほかの事業といたしまし

て、農地・水・保全管理支払事業の向上対策

というのがことしから始まりました。この事

業では、いわゆる鳥獣害対策の電気さくとか

そういったものについては更新事業ができる

ようになっております。 

 以上でございます。 

 

○藤川隆夫委員長 ２点目の口蹄疫関係で、

平山畜産課長。 

 

○平山畜産課長 ４点に区分けして御説明申

し上げたいと思います。 

 まず、法律上の話です。口蹄疫、去年の４

月20日に発生しまして以降、ことしの10月１

日に向かって家畜伝染病予防法の大きな改正

がございました。改正の論点につきまして

は、一言です。 

 農家、届け出る義務者あるいは仲介で見た

もの、これをきちんとしたルールに基づいて

報告する。もし報告しなかった場合には、個

人の責任が生じますと。個人の責任につきま

しては、家畜伝染病予防法の中で５分の４を

国が負担して費用弁償しましょうとなってい

ますけども、今度口蹄疫等については100％

です。その５分の４の残りの５分の１は、ち

ゃんとしたことをしないと補助いたしません

という大きな改正があってます。 

 それと、鳥インフルエンザにつきまして

は、少々口蹄疫とは違いまして、高病原性鳥

インフルエンザと低病原性鳥インフルエンザ

ということで２つに区分されてます。それ

は、強毒、低毒という話でございますので、

初動でまず移動制限区域が３キロと１キロ、

大きく短かめてあります。経済被害を少なく

するため、ということがあります。 

 それと、またその中で一番大事なこととい

うのは、防疫については、まず入れないとい

う観点が一つあります。入れないという観点

は、日本の国に入れないという考え方です。

それと、我々の県に、自分たちの農場に入れ

ないという考え方でございます。 

 国に入れないという考え方は、厚生労働省

もひっくるめまして、特に熊本あたりは口蹄

疫の発生以降、韓国の観光客が随分減ってま

す。だから、そういう方についても、きちん

と検疫所で消毒マットの徹底あるいは知識の

徹底を踏まえて、農場等の立ち入りについて

も、日本語だけじゃなくて韓国語で牧野組合

での入りの制限等を表現しておりますので、

まず国に入れないことを大事にしてます。 

 それで、よく言われますのが農場に入れな

いということなんですけども――これは農家

の方々がよく、我々は頑張っておるけん皆さ

んも頑張ってくださいねと言いながら、コン

ビニなんかでお会いすると、農場で履いたま

まの長靴でコンビニに買い物に来たりがあり

ますので、やはりどこかで発生があったとい

うことは、まず、消毒ポイントは、自宅の出

入り口で、通常から消毒の徹底、要するにＨ

ＡＣＣＰ、衛生管理の徹底を図ってもらう。

それは、行動と、もう一つは自分の気持ちで

してくださいということで、常時――年間必

ず１回は立ち入りしていますので、農場確認

と気持ちの確認はしております。 

 それと、発見のことでございますけども、

これは、疑わしいと思うことは――こういう

感覚でおります。今先生の発言がありました

口蹄疫については、全国で１～２番を争いま

す、地元に熊本県の化血研のワクチンメーカ

ーがございます。そこの理事の方に、先生、

よそのワクチンは当てにならぬけん、万が一
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のために化血研でつくっていただけませんか

というと､こういう表現をされます。どこか

離島で、我々もひっくるめて徹底した防疫体

制を引いた中でやらぬと、口蹄疫について

は、製造は我々では無理ですと。ということ

は、農家の人がおかしいと、水泡ができてお

かしいと思ったときは、悩むことよりも行動

です、連絡くださいと。だから、そういう面

では、発見という面では、一番身近な方に、

家畜保健所等の獣医師あるいは臨床の獣医師

に即相談して、それが我々のところに流れ

る、要するに検査体制をしっかりしてますと

いうことです。 

 それと、一番最後の防疫ですけども、いざ

発生したらということで初動防疫――一応３

日間、３カ所分の初動防疫の備蓄は今図って

おりますけども、これが宮崎県になってみた

らとても我々の備蓄で足るような話ではござ

いません。だから、必ず地域での防疫演習、

どこにだれを配置して、あるいは県全体の防

疫演習、県で抱える問題点、早々に解決でき

ない問題点もございますので、そういうもの

の共通認識を持ちながら、防疫演習を――そ

れと、まず鳥インフルエンザでございますけ

れども、ついせんだって先週の金曜日には、

全国一斉に国の方が、朝の午前10時にメール

で、一斉送信でおたくの――例えば熊本でし

たら、とある地域の13万4,000羽飼養の採卵

鶏農場でただいま発生の報告がありました、

以降防疫処置よろしくということで、全国一

斉のトレーニングということをやってます。 

 だから、法律以外につきましては、入れな

いトレーニング、発見するためあるいはそれ

を見るための知識の普及、それと防疫演習に

よる組織の強化という３つの点において、今

厳重に皆で協力しながらやっている現状でご

ざいます。 

 以上です。 

 

○岡部林業振興課長 委員からは間伐という

ことで御質問がありましたけども、木質バイ

オマス関係は林業振興課が一応窓口というよ

うなことで、私の方から答えさせていただき

たいというふうに思います。 

 木質バイオマスの実施状況と今後という御

質問だったと思いますが、バイオマスの利用

といたしましては、まず３点。 

 １つは、九州電力の苓北火電におきまし

て、石炭と混焼といいますか、まぜて燃やす

というようなことでの取り組みが現在されて

おりまして、22年度が500トン、23年度が5,0

00トン、26年度には１万5,000トンのチップ

を混入するというようなことで、そちらの方

の実験といいますか、実証実験といいます

か、実施がなされております。 

 ２点目といたしましては、県内の各製材所

で木材乾燥の熱源としまして木くずだきボイ

ラーの導入が進んでおりますが、そちらの原

材料として、順次木材乾燥の原料として使わ

れております。県内では、現在24カ所木材乾

燥機が導入されておりまして、乾燥材の導入

といいますか、乾燥材のニーズにこたえる中

で、木材の乾燥機は今後とも導入が進んでい

くというふうに思っております。 

 続きまして、熱源利用といたしましては、

昨年から今年度等にかけて実施しておりま

す。これは農政の方の園芸課と一緒になって

やっておりますけども、八代と熊本の施設園

芸におきまして、トマトとミニトマトの加温

といいますか、ハウスの中の加温施設とし

て、その熱源として利用できないかというこ

とで、木質バイオマスの実証実験をやってお

ります。 

 昨年度、十分加温施設として、熱源として

利用できるということがありますので、こと

しは、園芸課につきましてもバイオマスの実

証実験で導入マニュアルをつくろうというよ

うなこと、そして林業振興課におきまして

は、灰の成分とか製造単価、そういうのを調

べまして、どういう問題点があるかというよ

 - 27 -



第５回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（平成23年10月31日) 

うなことでの利活用、そういうのを試験して

おります。 

 さらに、もう１点、３点と申しましたが、

非常に少ない施設ではあるんですけども、県

内で２カ所ほど、南関と西原の温泉施設のボ

イラーの熱源としても、余り多くはないんで

すけども、使われているというようなことの

現状もございます。 

 以上です。 

 

○藤川隆夫委員長 松岡委員、何かあります

か。 

 

○松岡徹委員 まず、１点目の件では、農産

物被害が２億8,000万ですか。林業の資料で

行くと、シカの被害で１万5,000ヘクタール

か、かなりやっぱり深刻な事態なので、一層

強めていただきたいということと、２番目の

口蹄疫問題では、法改正があって、そして口

蹄疫のガイドラインなんかも読んでみると、

50ページぐらい本文だけであるのがあるんで

すが――どうするか。 

今お話があったような、入れない、早期に

というようないろんなことが詳しくなされて

るわけですけど――私が思うのは、例えば20

01年にＢＳＥがあって、４年に鳥インフルエ

ンザがあって、今度は口蹄疫という。非常に

家畜伝染病問題は深刻でですね、いろいろ僕

なりに、専門家じゃないけど、専門家の本な

んかを読んでみて、そういうのに強い家畜を

つくるための飼料のあり方とか、あるいは、

化学物質については、進んだところではＥＵ

なんかでももう抑えるとか、それからドイツ

のミュンヘンなんかでの例を調べたら、人が

住んでいる所と家畜なんかを養っとる所は距

離を置いて、真ん中に森林なんかを配置し

て、そこを分離すると。かなりいわゆる中長

期的な対策も含めて考えられているのもある

ので、国の施策にもかかわりますけど、県と

しても大いに考えていく必要があるのじゃな

いかなと。 

 ３点目の点では、今再生可能エネルギーの

問題が大きく問われているときですから、今

お話がありましたように、一層研究して発展

させていただければと思います。 

 

○藤川隆夫委員長 ほかには。 

 

○守田憲史副委員長 農水部、土木部の浮き

桟橋、ポンツーンの入札についてお尋ねいた

します。 

 去年、22年度、三角町で、これは土木部の

発注でポンツーン、浮き桟橋の発注がありま

して、一般競争入札1,100点以上、その中

で、応札というんですか、２社が入札したん

ですか。１社は、全然陸上部分のしかつくら

ない会社がして、大阪かなんかの三井造船何

とかというところが落札したそうです。 

 例えば国交省とか天草市、八代市が浮き桟

橋を発注するに当たって、1,100点という高

い点数はなくて、地場企業が中小企業振興条

例も含めて、入札というか仕事ができるんで

すが、その1,100点が高過ぎるということ

で、私、去年からずっと問題提起させていた

だいておりました。その関連で、この決算委

員会でも質問できると理解しています。 

 今回、農水部で漁港課ですか、浮き桟橋の

１億7,000万か6,000万で御所浦の入札があり

まして、1,100点、それはもう高いから、―

―そうしないと地場企業でも下請にもとれな

いと再三言ったんですけども、1,100点は譲

れないということで、その中で入札が行わ

れ、入札した会社は１社だけ、三井造船。三

角のところの三井造船何とかと今回の三井造

船は関連会社と思いますが、実質上１社だ

け。 

 執行部の人を呼んで、どうしてですか、１

社だけなんていったら、これは適正な入札じ

ゃないんじゃないですかと言いましたら、い

え、ちゃんと競争は行われていますと。何で
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そんなにちゃんとした競争が行われていると

言えるのかと、私はかなり心外なんですけど

も、課長としましては、今回の件に関して、

一連の流れの中で、1,100点という中で、ほ

とんど競争が行われず、今回１社だけだった

という点について、どのようにお考えです

か。 

 

○平尾漁港漁場整備課長 漁港漁場整備課で

す。 

 今委員御指摘がございましたように、１社

だけの入札というのが結果でございますが、

まず1,100点の設定要件でございますが、一

応この1,100点の条件設定をすると、対象の

企業が、大体20社相当ぐらいの対象会社があ

るというふうな想定で1,100点を設定してお

ります。これは従前御説明申し上げたかと思

いますが、これにつきましては、私ども漁港

課というよりも、県の考え方として、20社相

当数の点数を有する、20社が参加できるよう

なところで一応点数を規定しているという状

況下にございます。 

 結果的に１社だけしか入札がなかったとい

うことは、申しわけございませんが、それは

結果論であって、チャンスとしては20社程度

が応札の可能性はあったということで、なぜ

１社なのかということについては、私もここ

で明言はできませんが、そういう意味で20社

の可能性があったということで御説明申し上

げたいと思います。 

 

○守田憲史副委員長 あくまでも結果であっ

たと――問題は、結果が問題であって、そし

て、この20社というのは、僕も要項を見まし

たが、20社から30社と書いてあるんですよ。

それで前回の土木部ですが、実質上僕は競争

は行われていなかったと思いますが、今回も

再三1,100点が高いものだということを主張

していながら、20社から30社のとき、あえて

20社だったわけで――20社から30社は、その

要項の中で裁量ができるはずで、それでも20

社だった。そして１社だった。それは結果論

だというのは――そんならね、20社から30社

だったらあなた方は一体――あなた方の仕事

の内容を言っているんじゃないんですよ。競

争の正当性を問題にしているんですよ。それ

は答えになってないと思いますが、改善の余

地ありとお考えになりますか。 

 

○平尾漁港漁場整備課長 先ほど申しました

ように、これは入札制度にかかわることでご

ざいますので、漁港漁場整備課１課のみでお

答えするのはちょっと難しい状況でございま

す。 

 

○守田憲史副委員長 福島部長、どのように

――改善の余地ありとお考えになりますか。

中小企業振興条例との関連もあってですね、

僕は競争が行われていないと思いますが、い

かがですか。 

 

○福島農林水産部長 今のお話について端的

に申し上げれば、それは漁港課長が申し上げ

ているように、今ここで改善余地があるのか

ないのかというのは明言できません。それは

やはり、我々も発注元でありますが、全体も

やってもらっている土木部としっかり協議し

て、守田副委員長がおっしゃったような趣旨

も改めて土木とも相談して、どうすべきかは

考えることかと思っております。 

 以上でございます。 

 

○守田憲史副委員長 再度言いますが、国交

省、八代市、天草市がやるところでもこんな

高い点数をしていない。そして、農水部でも

落札した１社だけだったろうと、それが三井

造船関係であったという点、極めて不自然で

あるということは、もう一度申し伝えて、改

善の余地ありということを要望しておきま

す。 
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○早川英明委員 １つだけ教えてください。 

 附属資料の48ページ、農村計画課です。こ

こに、先ほど御説明いただきました国営土地

改良事業の負担金の流れというのが図で書い

てありますけども、まず、国の方からの借り

入れを、県が受益農家にかわって負担金を一

括納入するとなってます。まずここから聞き

たいというふうに思いますが、これは、一括

ですから、もう金利とかそういうのはなくし

て、受益者負担分についてそれぞれ一括納入

ということですか。 

 

○宮崎農村計画課長 農家負担金の一括と申

しますのは、その当該年度に受益農家が負担

すべき額を一括して支払うということでござ

いますので、農家負担金をすべて一括して払

うという意味ではございません。 

 

○早川英明委員 だろうと思いましたけど

も、だとするならばですよ、この受益者農家

につきましては、２通りの支払いの方法があ

ると思います。繰り上げ償還をして一括で、

15年あるいは20年それぞれの――土地改良区

の制度上違いますけども、この地区において

は15年償還、あるいは、この地区では20年償

還、それはありますけども、Ａという方は、

もう金利は相当な負担があるから一括償還を

しようということで一括償還をされますの

が、まず１点。次の方、Ｂという方は、途中

でしよって、もう先、金利が負担がもう大変

だから３年なら３年払っとって、あと残り

の、15年償還の場合だったら13年分を繰り上

げ償還をしようという方もいらっしゃいま

す。それぞれ農家の負担は違いますけれど

も、この金利は、県の方で金利を取られます

か、土地改良本部の方で取られますか。 

 

○宮崎農村計画課長 金利については、これ

は国の方の――昔でございますから財投資金

を借りている部分でございますので、それに

よって金利は決まっております。 

 

○早川英明委員 そしたら、それぞれ個々の

計算でその年には――仮に、全体で、金利分

も含めて100万なら100万だったと、仮にです

よ、した場合に、その中で何人かの皆さん方

は、もうことしは金利がかからないというこ

とで、それを差し引いて、その年の受益者負

担分のことしはマイナス幾らだったから幾ら

を払いますということで、結局――そした

ら、土地改良区はですよ、土地改良区は農家

からその分を徴収して県に上がってきますよ

ね。そして、県が、その年その年の分を国の

方に納めますよね｡という流れでしょう、こ

れは。 

 

○宮崎農村計画課長 基本的には委員おっし

ゃったとおりでございますけれども、事業が

完了した後、農家の負担金というのが幾らと

いうのは基本的に確定をいたします。それま

でに国が立てかえ払いをして事業費を出して

おりますので、仮に農家の負担金が例えば数

億だとすれば、その数億分に金利が上乗せに

なりまして、基本的には15年の分割払いをし

ていただくというような形になりますので、

それが基本形というような形になりますの

で。 

 ただ、おっしゃったように、場合によって

は金利の問題もございますので、繰り上げ償

還できる制度もございますが、それはそれに

該当する部分について繰り上げ償還ができる

制度があるということでございますので、基

本的には、農家の皆さんは、事業完了後、あ

る地区であれば、その農家負担分の元金に金

利を乗せたものを、基本的に15年間同じ額を

支払っていただくというような制度になって

おります。 

 

○早川英明委員 それはわかりますけれど
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も、ほとんど繰り上げ償還をするわけです

よ。それは15年間だったらもう相当な金額で

すから、倍以上になりますからですね。受益

者負担が15％だったら、仮に反当たり、10ア

ール当たり400万かかったら60万の自己負担

金ですから、それを15年間いけば相当な額に

なりますから、ほとんどの方が繰り上げ償還

をしますがですね、そのときに、その利子の

差額とか、あるいは、まずは――土地改良区

に落ちるわけでもなく、県に落ちるわけでも

なく、その部分については全額国の方にやる

ということですね。 

 

○宮崎農村計画課長 おっしゃるとおりでご

ざいまして、事業の負担分の金利については

国に納付をするということでございます。 

 

○早川英明委員 後から詳しく教えてくださ

い。 

 

○髙木健次委員 時間も押していますから簡

単に入りたいと思いますけれども、まず、附

属資料の１ページから43ページまで、22年度

の繰越事業調べですね。非常に本数が多いと

思うんですけれども、これは総計で――私も

ちょっと数えたけども正確な数字が出てこぬ

もんですから、大体全部で何本かわかります

か。概略でいいですよ、大体何本。 

 

○国枝農林水産政策課長 翌年度繰越額です

が、明許繰越額321件ございまして、全体で

約155億円余となっております。 

 

○髙木健次委員 なぜこのことを質問したか

というと、22年度は経済対策、この分があっ

て非常に窮屈だったろうと思うんですけれど

も、22年度に21年度分の繰り越しをこれだけ

持ってくれば、23年度の本来の事業、これに

ある程度支障が出てこないか、この23年度事

業分が24年度にまた繰り越しをせざるを得な

くならないのか、その辺を私としても非常

に、単純に考えてそう思うもんですから、こ

ういう150本もの繰越事業が出てくれば、本

来の23年度の事業が24年度に繰り越しをされ

たり、その辺の支障が出てこないのか、農林

部において。その辺の見解というのは、これ

は農林部長でいいのかな。 

 

○大薄農村振興局長 農村振興局長の大薄で

す。 

 今の件ですが、22年度に補正が組まれると

――例えば11月とか、国の方の国庫補助を伴

うような補正につきましては、ほとんどの場

合、その年度にやるべき事業ができなかった

部分、それは普通なんですが、今は、一般的

には、次の年度の前倒しというようなことで

予算を確保すると、そういうことをやってお

りまして、極端に、例えば23年度の予算が総

額でふえると、そういう状態にはございませ

んものですから、できるだけ前倒しでいただ

けるようなものについては前倒しでいただい

て全体の事業進捗を図ると、そういったこと

で考えております。 

 

○髙木健次委員 私150本と言いましたけ

ど、150億、正確には321本ですよね。ただ、

やっぱりこの内容を見ると、進捗率がゼロの

ところもあるし、10％、20％、50％、ある程

度100％のところもかなりあるんだけれど

も、まだ進捗率が非常に悪いところもある。

そういうことを考えれば、前倒しでやってい

るから24年度は余り影響ないと言われるよう

ですけれども、何がしかの私は影響はあると

思うんですよね、23年度事業が。 

きちんと23年度中に完結できるのか、その

辺で非常にやっぱり――この辺の繰越事業と

いうのは、やっぱりしっかり――前からわか

っている、この事業をやるには、例えば用地

交渉ができなかったりとかいろいろな理由が

ありますよね。こういう事情はわかっている
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わけだから、その辺はしっかりとやっぱり最

初の段階から取り組む覚悟を決めていかない

と、容易に考えて、どんどんどんどん繰越事

業がふえてくるんじゃないかなというふうに

思いますので、そういうところはちょっと部

長の方にも指摘をしておきたいというふうに

思います。 

 以上です。 

 

○藤川隆夫委員長 ほかにはございません

か。 

 

○城下広作委員 一言だけ、要望だけ、決算

でございますので。 

 各事業の貸付金の残が結構ございます。し

っかり回収を頑張っていただきたいと。夜も

一緒に回って回収もしていただいているとい

うこともございます。そういうふうに大変御

苦労されていると思いますけれども、やはり

ずっと継続で延びていくということ自体は、

結果的にはやっぱりその間の事業の有無の―

―チェックが厳しかったということになりま

すので、回収にはしっかり頑張っていただき

たいということを申し上げたいと思います。 

 

○藤川隆夫委員長 ほかにはありませんか。 

 それでは、これで農林水産部の審査を終了

いたします。 

 これより１時15分まで休息をいたします。 

  午後０時12分休憩 

――――――――――――――― 

  午後１時16分開議 

○藤川隆夫委員長 それでは、委員会を再開

いたします。 

 これより、警察本部の審査を行います。ま

ず、警察本部長から、ごあいさつをお願いい

たします。中尾警察本部長。 

 

○中尾警察本部長 藤川委員長、守田副委員

長を初め委員の皆様方には、平素から警察行

政の各般にわたり深い御理解と温かい御支援

をいただいておりますことに対し、まずもっ

て心から御礼を申し上げます。 

 それでは、私の方からは最近の県警察の重

点取り組みの中から、これまでも当委員会で

御説明させていただいていますように、昨年

１月から本年12月までの２年間の総合的な治

安対策として推進しております「安全・安心

くまもと」実現計画2010に掲げた基本目標に

関する現状を申し上げます。 

 これは、刑法犯認知件数を１万8,000件未

満に定着させる犯罪の抑止、また交通事故死

者数を95人以下に、交通事故死傷者数を１万

4,200人以下にそれぞれ定着させる交通死傷

事故の抑止、さらには検挙人員を増加させる

県民生活を脅かす犯罪の検挙という３つの基

本目標を掲げ、現在その仕上げの時期とし

て、組織の総力を挙げて取り組んでいるもの

でございます。 

 そこで、本年９月末現在の基本目標の達成

状況について申し上げます。 

 まず、犯罪の抑止については、刑法犯認知

件数が１万693件と、実現計画策定時の一昨

年同期比で2,275件減少しております。 

 次に、交通死傷事故の抑止についてであり

ますが、死者数が53人、死傷者数が9,882人

と、一昨年同期比で死者数が７人、死傷者数

が678人それぞれ減少しております。 

 一方、犯罪の検挙人員についてですが、3,

744人と一昨年同期比で218人減少し、数値的

には大変厳しい状況にございますが、内容的

には、熊本市内で発生した強盗殺人等事件

や、女児殺人・遺体遺棄事件など、全国的に

耳目を集める重要凶悪事件を早期に検挙する

など、一定の成果をおさめていると考えてお

ります。 

 このように、県下の治安情勢は比較的良好

に推移してきましたが、先月、暴力団対立抗

争の可能性があるけん銃発砲・殺人未遂事件

が発生した上、例年、これから年末にかけて
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は強盗等の凶悪犯罪が発生する傾向にあり、

また日没時間が早まることで、交通事故が発

生しやすくなるなど、基本目標を達成する上

で障害となる外的要因が多くなります。 

 県警察といたしましては、これらの障害に

屈することなく、県内の良好な治安を確保す

るため、職員一同取り組んでまいりますの

で、委員長を初め委員の皆様方には引き続き

警察活動への御理解と御支援をよろしくお願

いしたいというふうに思います。 

 本日は、平成22年度一般会計のうち、警察

関係分の決算について御審議をいただきます

が、警務部長から平成22年度中の決算概要等

について、会計課長から平成22年度歳入歳出

決算等について、それぞれ御説明をいたしま

すので、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○藤川隆夫委員長 次に、警務部長から決算

概要の説明をお願いします。金高警務部長。 

 

○金高警務部長 警務部長の金高と申しま

す。 

 それでは、平成22年度の決算概要について

御説明いたします。 

 最初に、前年度の決算特別委員会において

御指摘を受けました警察関係で改善または検

討を要する事項等のうち、その後の措置状況

を御報告いたします。 

 まず、委員長報告の第４の１、「収入未済

の解消については、例年の指摘にかかわらず

取り組みが不十分である。一部、体制整備を

図り、法的手続に移行するなど改善の跡も見

受けられるものの、全体としては債務者個々

の状況把握など債権管理が不十分であると言

わざるを得ず、歳入の確保、負担の公正・公

平の観点から今後さらに改善すべき問題であ

る。取り組み方等をはじめ、各部局が縦横の

連携を密にして、債権管理を徹底し徴収の強

化を図るとともに、収納が見込めないものに

ついては、所要の措置を講じること。」につ

いて、その後の措置状況を御報告いたしま

す。 

 平成21年度末の収入未済については、交通

情報板等の損害賠償金、放置違反金及びこれ

に係る延滞金、交通事故等に係る損害賠償

金、恩給に係る過払い金の、計455件、総額

2,087万2,207円を計上しております。 

 収入未済の解消につきましては、滞納者に

対する督促状や催告状の発送を初め、電話や

戸別訪問による催告を継続的に行うととも

に、所在不明の滞納者に対する調査を積極的

に実施するなど、徹底した徴収促進に努めて

きたところです。今後も、引き続き未収金の

回収に取り組んでまいります。 

 続きまして、委員長報告の第４の２、「国

で開発中の自動車保有関係手続のワンストッ

プサービスシステムの管理経費等として、相

当額の負担金を支出しているが、いまだ国と

のシステム接続ができておらず、活用できな

い状況にある。県民の利便性に資するよう，

適切な対策をとること。」について、その後

の措置状況を御報告します。 

 このシステム、いわゆるＯＳＳシステムと

いいますが、これは自動車を保有する際に必

要な各種の行政手続が、パソコンから一括し

て行えるシステムであります。現在、当県以

外の10都府県において運用しています。本県

につきましては平成21年10月、当県警察から

ＯＳＳシステムに係る都道府県警察の費用負

担の割合等を協議・決定するＯＳＳ推進警察

協議会長宛に、制度のあり方あるいは改善の

方向性等について、問題提起を行っておりま

す。 

 また、昨年４月に開催されました全国知事

会議においても、システム未稼働県が負担金

を支払うのは不合理ではないかとの指摘がな

されております。これを受けて、所管庁の一

つである国土交通省から、平成23年度以降は

これまでの年間経費約10億円を３億円以内に
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するというコスト削減案が提示されました。 

 その提案に基づき、ＯＳＳ推進警察協議会

において、平成23年度以降は7,500万円程度

になる共有経費を、現在稼働中の10都府県警

察で負担すること、また1,085万7,000円の事

務経費については、全国都道府県警察で案分

して負担することが決定されました。 

 したがって、平成23年度以降の本県警察負

担金は約23万円となります。 

 ＯＳＳシステムの構築には多額の予算が必

要であることから、引き続き利用率あるいは

費用対効果及び他県の動向を見きわめ、導入

の可否等について関係機関と連携を図りなが

ら慎重に検討していくこととしております。 

 以上、前年度の決算特別委員会において御

指摘を受けました事項等についての説明を終

わります。 

 続きまして、警察本部の平成22年度決算の

概要について御説明いたします。 

 まず歳入についてですが、予算現額は35億

2,411万6,000円に対しまして、調定額は35億

2,004万9,000円、収入済み額は34億9,895万

1,000円、収入未済額は2,109万8,000円と、

収入率が99.4％となっております。 

 次に歳出についてですが、予算現額394億

7,841万9,000円に対しまして、支出済み額は

385億2,087万円、翌年度繰越額は２億5,378

万7,000円、不用額は７億385万2,000円と、

執行率が97.6％となっております。 

 以上が、警察本部の平成22年度決算の概要

でございますが、詳細につきましては会計課

長から説明させますので、よろしくお願いい

たします。 

 安全で安心して暮らせる熊本を実現するた

め、総力を挙げて取り組んでまいりますの

で、引き続き各委員の皆様方の御理解と御支

援のほど、よろしくお願いいたします。 

 

○藤川隆夫委員長 引き続き、会計課長から

決算資料の説明をお願いします。田上会計課

長。 

 

○田上会計課長 会計課長の田上でございま

す。 

 平成22年度決算資料の説明に先立ちまし

て、定期監査結果におきまして熊本県監査委

員から御指摘を受けました２件について、そ

の後の措置状況を御報告いたします。 

 いずれも職員の交通事故についてですが、

まず警備第一課分、「平成22年度に公用車に

よる職員の過失割合の高い物損事故が２件発

生している。このうち１件は、公用車の棄損

額が大きいものとなっている。職員の交通安

全意識の高揚を図るとともに、事故原因等に

応じた具体的な交通事故防止対策を講ずるこ

と。」 

 次に、外事課分。「平成22年度に公用車に

よる職員の過失割合の高い人身事故が１件発

生している。職員の交通安全意識の高揚を図

るとともに、事故原因等に応じた具体的な交

通事故防止対策を講ずること。」について、

御報告いたします。 

 御指摘を受けた事故のうち警備第１課に係

るものは、駐車場で方向転換する際、後方の

安全確認を怠り、案内標示板の支柱に衝突し

た自損事故、片側２車線の道路を直進中、右

折のため減速した前方車両を避け切れずに衝

突した物損事故であり、外事課に係るものは

信号機等のない交差点を左折する際、他の後

方車に気をとられ、左後方から進行してきた

歩行者に接触した人身事故であります。 

 いずれも、職員に100％の過失があるもの

であり、警備第一課の物損事故では修理に20

万円余りを要しております。 

 これらの事故に対する措置状況としまして

は、事故後、両所属とも監察課が実施してお

ります招致指導、実技指導訓練に該当職員を

参加させたほか、具体的な交通事故防止対策

として、同乗者による安全確認、車両誘導な

ど同乗者との連携、幹部による同乗指導な
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ど、所属としての事故防止策を講じておりま

す。 

 また、朝礼や出発前に幹部から、交通事故

防止に関する具体的な指示・教養を行うな

ど、交通安全意識の高揚・啓発に努めており

ます。 

 県警として職員の交通事故は重要な課題と

して認識しており、今後も公用車交通事故防

止総合プランを初め、県警を挙げて公用車の

交通事故防止に取り組んでまいります。 

 引き続きまして、平成22年度の歳入歳出決

算につきまして、お手元の平成23年度決算特

別委員会説明資料に基づきまして、御説明申

し上げます。 

 １ページ目をお願いいたします。平成22年

度歳入歳出決算総括表でございます。 

 歳入決算は、予算現額35億2,411万6,000円

に対しまして、調定額35億2,004万9,000円、

収入済み額34億9,895万1,000円となっており

ます。 

 収入未済額が2,109万8,000円となっており

ますが、この内訳は放置違反金、放置違反金

に係る延滞金、交通情報板損壊に係る損害賠

償金と、５件の交通事故等に係る損害賠償金

及び恩給受給者が平成19年10月に死亡してい

たにもかかわらず恩給を支払っていた過払い

事案の未収金を合計した金額でございます。 

 続いて、右側の欄の歳出決算について御説

明いたします。 

 予算現額394億7,841万9,000円に対しまし

て、支出済み額385億2,078万円、翌年度繰越

額２億5,378万7,000円、不用額７億385万2,0

00円となっております。 

 次に、２ページをお願いします。 

 歳入に関する調べについて、御説明いたし

ます。 

 ２ページから７ページ下段にあります認知

機能検査員講習手数料までが手数料に関する

ものでございます。 

 そして、その下の国庫支出金から９ページ

の上段２行目、太線までが国庫支出金に関す

るものでございます。 

 ここで、８ページ目をお願いいたします。 

 ８ページの一番下段にあります地域活性化

交付金につきましては、予算現額に対して調

定額、収入済み額とも減額しておりますが、

これにつきましては22年度歳入予定としてお

りました交付金について、熊本南警察署富合

駐在所新築工事に関する繰越明許費の設定に

伴い、23年度歳入として受け入れることとし

たためでございます。 

 次に、９ページをお願いします。 

 ９ページの上段、太線の下の財産収入のと

ころから、10ページの中段、太線の上の不用

品売り払い収入のところまでが財産収入に関

するものでございます。 

 次に、10ページの中段、太線の下の諸収入

のところから12ページ目までが、諸収入に関

するものでございます。 

 ここで、10ページ目をお願いいたします。 

 10ページの下段の延滞金(放置違反金)のと

ころの収入未済額22万2,000円及び11ページ

１段目の放置違反金の収入未済額520万4,000

円につきましては、先ほど御説明いたしまし

た放置違反金等に係る未収金でございます。 

 次に、12ページをお願いいたします。 

 雑入のところの収入未済額1,401万4,000円

につきましては、これも先ほど御説明しまし

た交通情報板損壊に係る損害賠償金を初め、

５件の交通事故等に係る損害賠償金の未収金

の合計金額でございます。 

 また、その下の収入未済額165万8,000円に

つきましては、恩給の過払いに係る未収金で

ございます。 

 引き続きまして、次の13ページをお願いい

たします。 

 歳入に関する調べでございます。13ページ

から最終の14ページまで、警察に関するもの

でございます。 

 警察費で不用額が生じました理由の主なも
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のでございますが、まず13ページの上から４

段目の警察本部費につきましては、退職手当

等各種手当の執行残、庁舎等光熱水費等の節

減による執行残などで、２億7,023万2,000円

となっております。 

 さらに、その下の装備費につきましては、

車両修繕等の執行残など１億5,158万4,000円

でございます。 

 一番下の警察施設費につきましては、施設

設計管理委託費等の執行残、施設新築等工事

請負費の執行残など6,703万7,000円でござい

ます。 

 続いて、14ページをお願いします。 

 最上段の運転免許費につきましては、運転

免許講習委託量の執行残など3,545万5,000円

でございます。 

 中段の警察活動費につきましては、捜査活

動旅費の執行残、複写サービス料の節減によ

る執行残、各種消耗品購入費の執行残、警察

電話専用回線料等の節減による執行残など、

１億7,702万1,000円でございます。 

 続きまして、別にお配りしております、平

成23年度決算特別委員会附属資料に基づきま

して、御説明申し上げます。 

 附属資料の１ページ目をお願いします。 

 １ページ目の、平成22年度繰越事業調べで

ございます。これは設計委託や工事に時間を

要する事業であることと、東日本大震災の影

響で期限内納品が困難だったため、23年度予

算として繰り越しをしたものでございます。 

 次に、２ページ目をお願いします。 

 平成22年度収入未済に関する調べでござい

ます。収入未済額が2,109万8,000円となって

おりますが、これにつきましては先ほど御説

明いたしましたとおり、放置違反金、放置違

反金に係る延滞金、交通情報板損壊に係る損

害賠償金と５件の交通事故等に係る損害賠償

金及び恩給の過払い事案の未収金を合計した

金額でございます。 

 収入未済の回収につきましては、滞納者に

対する督促状や催告状の発送を初め、電話や

戸別訪問による催告を継続的に行うととも

に、所在不明の滞納者に対する調査を積極的

に実施するなど、徹底した徴収促進に努めて

きたところでございます。今後も引き続き、

未収金の回収に取り組んでまいります。 

 次に、４ページ目をお願いします。 

 平成22年度県有財産処分一覧表でございま

す。いずれも、今後の用途につきまして検討

を行い売却等を行ったものでございます。 

 以上で、説明を終わらせていただきます。

御審議のほど、よろしくお願いいたします。 

 

○藤川隆夫委員長 以上で、警察本部の説明

が終わりましたので、質疑に入ります。質疑

はありませんか。松岡委員。 

 

○松岡徹委員 説明資料の14ページを見ます

と、交通安全施設等整備費の関係ですけれど

も、９月議会の本会議でもちょっと議論にな

りましたが、交通安全整備の予算が、この10

年を見ると相当減っている、３分の１とか４

分１近くとか。私もいろいろ県民から、信号

機とか停止線とかいろんな相談がありまして

警察の方に御相談をいたしますけれども、な

かなか、やっぱり警察の方も何とかせないか

ぬというお話はあるんですけれども、予算が

非常に窮屈になっているというお話を聞きま

した。それで、これはかなり大幅な減り具合

だから、私自身は県民の安全・安心という点

からすれば、交通安全対策というのはもっと

ふやさないかぬと思うんですけれども、総額

が減っているのか、警察予算の中での交通安

全対策費が減っているのか、その２つが絡ま

って減っているのかというようなことも思い

ますけれども、そこら辺のところはどうなん

でしょうか。ちょっと伺いたいと思います。 

 

○髙野交通規制課長 交通規制課長の髙野で

ございます。 
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 予算の関係でございますけれども、一応単

独の事業費につきましては、年々減少をして

おります。ちなみに、平成10年から平成23年

度の予算を比較してみますと、平成12年は17

億3,491万円の予算につきまして、平成23年

度は３億3,000万ということで、15％に満た

ないような現状でございます。しかし、その

中でも全予算の減少の中で優先順位、緊急

性、そういったことを踏まえまして順次整備

をしておりますが、なかなか県民の皆さん方

の要望にすべてこたえられるという状況には

ございません。 

 

○松岡徹委員 そうすると、地方単独の事業

費の減はもっと減りは多いけれども、交通安

全対策費は、その中では比較的減り方は少な

いというふうに理解していいわけですか。 

 

○髙野交通規制課長 整備費につきまして

は、国庫補助金等対象の特定事業と県単独事

業に分かれておりますけれども、総枠からし

ても徐々に減少はしております。特に県単事

業費が減少が著しいような状況でございまし

て、全体的な厳しい予算の中ではやむを得な

いかなというところはございますけれども、

非常に苦慮しておるところでございます。 

 

○松岡徹委員 １回、交通安全対策課の方か

らちょっと教えていただいたのでは、この10

年間で３分の１ぐらい減っているというよう

なことで、やっぱり停止線１つ引くとではや

おいかんという話がありまして、これはなか

なか難しい問題だけれども、県民の立場から

すれば、ぜひそこら辺はふやしてもらって、

もう少し早く、できるだけ多く改善していた

だければと思いますので、要望しておきま

す。 

 

○松田三郎委員 関連でいいですか。今の松

岡委員の御質問に関連しまして、やや内部的

な話になりますけれども、例えば信号、県下

各地から要望は何十、何百あると思います。

毎年その中で設置できるのがこれぐらいとい

う、大体平年ベースであると思いますが、警

察本部内で、例えばこれぐらい要望はあるけ

れども、毎年これぐらいだから、この予算は

これぐらいに要求しようという事情なのか、

もしくは財政課の方で、例えばちょっと余分

に要求しても、財政課の段階で、いや毎年こ

れぐらいだから、これぐらいでいいんじゃな

いですかというように削られる、わかりやす

く言えばどっちの要因でこれぐらい減ってい

るという事情ですか。 

 

○金高警務部長 私も実は本年、総務部長と

直接この交渉はしております。我々として

も、御指摘のとおり年々減っているものです

から、減った分を何とか挽回しようと、上乗

せしてやっているつもりではいるんですが、

やはり知事部局の方が厳しい査定をしており

まして、いかんせん本当に朽ちて古くて錆び

て、どうしようもないものから順に優先づけ

をして、急場をしのぐといいますか、そうい

う形で安全設備、信号機等々こういった整備

をしている状況と、私はそういう印象を持っ

てやっております。あと細かい点はちょっと

交通部門にお願いします。 

 

○髙野交通規制課長 安全施設の使用につき

ましては、県下のフォローアップの政策方針

に基づいて、うちの方も予算が減少しており

ます。９月の議会の一般質問でも、本部長が

答えておりますとおりに、年間更新が必要な

予算というのは多額に上っています。その中

で、ちなみに参考までですけれども、更新の

整備率が全国でワーストワンという不名誉な

現状ではございます。 

 信号機につきましては、大体19年から20年

が耐用年数ということで、整備をしておりま

す。既に20年を過ぎた標識柱、特にコンクリ
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ート柱ですけれども、これが45年を過ぎたの

が174本と、これはもう早急に更新をしなけ

れば、極端な話をしますと倒壊のおそれもあ

るということで、順次整備は進めております

けれども、予算が更新に追いつかないという

現状は、もう明らかな状態でございます。 

 

○松田三郎委員 余分に言よんなはると、も

っと余分に要望しなはる……。共産党の松岡

先生も応援団でしょうからね、我々議会も一

生懸命頑張ります。以上です。 

 

○早川英明委員 信号機の話が今出ましたけ

れども、今なかなか皆さん方の要望に賄えな

いというような負の予算ということで私たち

も承知しておりますけれども、他方では、カ

ーブミラーとかそういうところの設置につき

ましては、県道だったら県の土木がつけるケ

ースもあります。あるいは市町村がつけるケ

ースもあります。 

 私は一番、どんなでしょうか、信号機もそ

の地元が、ここはとても大事だというところ

であれば、市町村が金を出すということにな

れば、県あたりは、それはいいですよとい

う、そういう許可は出されないものでしょう

かね。私は、そういう制度ができるならば、

まだ信号機は可能なところに、市町村が負担

してでもつけるというふうに私は思います

が、いかがでしょうか。 

 

○髙野交通規制課長 非常にありがたいお言

葉でございます。ただ、地方財政法上、県の

事業に関しまして地方自治体、市町村には負

担をかけられないという縛りがございまし

て、特に交通安全施設の信号機の設置・管理

につきましては警察所管の事業ということ

で、そちらの方にお願いするわけにはいかな

いという現状でございます。 

 

○早川英明委員 それは制度上は全国的でし

ょうけれども、熊本県だけではないでしょう

けれども、将来的にはそんな方向にやっぱ

り、それは熊本県だけではないというふうに

思いますが、やっぱりそういう交通施設につ

いては、私はそんな方向にいくべきではない

かなというふうなことを思いますから、ぜひ

ひとつ検討はしていただきたいなというふう

に思います。 

 

○岩下栄一委員 警察活動費ですけれども、

交番、派出所機能強化というのがあります。

また22年度の県有財産処分の中に２カ所ばか

り、派出所とか交番が廃止されているんです

ね。この２、３年の交番、派出所の現状とい

うか、あるいは空き交番の解消とか、そうい

う状況はどうなっているんですかね。 

 

○古川生活安全部長 交番、駐在所につきま

しては、県内に交番が58カ所、駐在所が117

カ所ございます。特に交番関係で空き交番対

策、パトロールを強化してほしいというの

と、逆にいつも交番に人がいてほしいという

要望が強いものですから、これにつきまして

は交番相談員という制度をつくりまして、現

在、交番相談員16警察署54交番に76人を配置

して、警察官が不在のときも相談員がいて、

いろいろな相談あるいは拾得物等の地域の実

効に対応できる、また必要であれば警察官に

連絡して帰署してもらうとかいうような対策

を講ずるために、交番相談員制度というのを

設けております。 

 

○岩下栄一委員 交番、派出所の犯罪抑止効

果というのはやっぱりあって、熊本市渡鹿の

派出所が随分前に廃止されて、その近くでこ

の間、押し込み強盗というか殺人事件が発生

したんですね。ああいう事件が発生します

と、ちょうど学校のそばだったから児童生徒

がおびえて、集団登下校せんといかぬように

なった。交番が近くにあれば、ああいう犯罪
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は起きなかったんじゃないかという気もする

んですね。ですから、なるべく減らさずにや

ってほしいなと思います。 

 麻生総理が前、警察官の増員とかいろんな

ことを言っていましたけれども、今の状況で

警察官は足りているのかというのは私は疑問

に思っていますし、ぜひ少なくとも交番、派

出所は減らさないようにお願いしたいと思い

ます。 

 

○城下広作委員 確認なんですけれども、こ

の監査で指摘を受けたこの交通事故は、これ

は平時のときですかね、それとも追跡を今か

ら始めようとするときに事故を起こしたの

か、どっちなんですか。 

 

○池部首席監察官 首席監察官の池部です。 

 今の事故は、両方とも通常走行中というこ

とで、緊急走行とかを行っているときの事故

ではございません。 

 

○城下広作委員 平時であれば、やっぱり注

意をしなければいけないということですけれ

ども、今からいざ追跡しようとしたときに、

たまたま急いで事故に遇うということは結構

あり得るのかなと。余り追跡を自粛してしま

って、結局検挙につながらぬとなると、また

これもいかぬでしょうから、ある程度追跡し

てスピードを出して、緊急を要する場合では

事故なんかもこれはリスクが高くなるのかな

ということも、ちょっと心配したものですか

ら、そういうこともある意味では、場合によ

っては危険な走行といいますか、事故を起こ

すような可能性も出てくるという職業だとい

うふうに思いますので、なるべくないように

しながら頑張っていただくということを、ひ

とつ要望しておきたいと思います。 

 もう１つですけれども、例のセーフティー

パトロール活動事業、これは経済対策で事業

を行っているんですけれども、この効果につ

いて、私もよく夜も見るし昼もよく、２人で

パトロールされている姿を見ます。イメージ

として私は大変いいと私は思います。ただ、

具体的にこれをパトロールをやって犯罪の抑

止につながっているという検証をするという

部分、具体的にそれはどうやって検証ができ

るのか、できるかできないかとか。また逆

に、パトロールをやったことによって、かな

り未然に防げるような案件が出てきたという

ようなことがあるのか、ちょっとその辺のパ

トロール事業について、わかる範囲で教えて

いただきたいと思います。 

 

○古川生活安全部長 生活安全部長の古川で

ございます。 

 セーフティーパトロール活動につきまして

は、御承知のとおり緊急雇用創出基金事業と

してやっております。 

 どのくらいの効果があるかというお話です

けれども、今、熊本市内３警察署を含めて、

７署管内で活動をやってもらっております。

おおむね制服、いわゆる警備会社に委託して

いるものですから、１つの警察官の制服じゃ

ないですけれども、制服を着て地域を回って

いただく。特に街頭犯罪等の未然防止を目的

としたパトロール活動等をやっていただいて

おります。 

 目に見えた成果がどれだけあるかというの

はなかなか検証しにくいんですけれども、先

ほど本部長のあいさつにもありましたけれど

も、犯罪の認知件数というのが大幅に減少し

てまいっております。７年連続で減少して、

ことしも前年同期比でも６％近くの減少と。

これは、そういうセーフティーパトロールだ

けの効果ではありませんけれども、やはり防

犯ボランティアとか、こういうセーフティー

パトロール隊の活動が抑止効果につながって

いるというふうに考えております。最近、オ

ートバイ盗とか車上ねらい、あるいは万引

き、自転車盗という身近な犯罪が多いのです
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けれども、駅の駐輪場とかあるいは大型商業

施設等に、そういうふうにセーフティーパト

ロール隊の皆さん方が回っていただくこと

で、安心感を与えるんじゃないかというふう

に考えております。 

 数字的に、これだけ減少したということは

言えませんけれども、いろんな事案にも対応

してもらっておりますし、そういう身近で見

守り活動といいますか、子供や女性、少年た

ちを見守る活動をしていただいて、非常に高

い効果を波及させているんじゃないかという

ふうに考えているところでございます。 

 

○城下広作委員 私も確かに、成果を具体的

に数字でというのは難しいと思います。ま

た、効果があると私は思っております。 

 それで、場合によっては若者に、間違いな

く悪いようなことをやっているときに、声を

かけて注意をするということは、そういう権

限といいますか、そういうことはやっていい

ようになっているのですか。 

 

○古川生活安全部長 犯罪を抑止するためで

すので、当然強制力は伴いませんけれども、

声をかけて、少年たちにその規範意識を植え

つけるとか、それは活動の一環でございます

ので、どしどし声をかけて、またたまり場等

があれば警察にも通報していただくけれど

も、そういうふうに少年たちに規範意識を植

えつけたり、いわゆる道徳心を起こさせると

いうのは当然やっていい行為でございます。 

 

○城下広作委員 ぜひ、その事業をしっかり

と、今配置されていますから、それが犯罪の

抑止につながっていますので、頑張っていた

だきたいと思います。 

 

○古川生活安全部長 また来年度もやらせて

いただくように……。 

 

○藤川隆夫委員長 ほかにはありませんか。

池田委員。 

 

○池田和貴委員 19ページに、海外語学研修

費が計上されております。ちょっとお伺いし

たいんですが、今、日本の経済を立て直すた

めにはアジアの活力を取り込むべきだという

ことで、積極的にアジアの人たちを日本に引

っ張ってこようというような動きがあるわけ

ですね。ただ、たくさん人が集まれば、もし

かしたらそこで犯罪の加害者になる場合もあ

りますし、もしかしたら来られた人が日本で

の犯罪の被害者になる可能性もあるわけでご

ざいます。そういったことを考えますと、外

国人の人たちがそういう立場になったとき

に、やはり警察の皆さん方がされるとき、語

学というか言葉の問題というのが当然出てく

ると思うんですが、特に熊本ですと平成22年

度の観光統計を見てみますと、韓国からの方

が約75％を占めるということです。そういっ

た海外の方が、例えば犯罪の加害者になった

りとか被害者になった事案がここあるのか。

あと、警察署の中にそういった言葉を話せる

人たちが大体どれくらいいらっしゃるのか、

よかったら、その辺をちょっと教えていただ

きたいと思います。 

 

○金高警務部長 まず、今お尋ねのいわゆる

外国人からの犯罪の状況でございますけれど

も、被害者になられた場合のはちょっと手元

にありませんけれども、被疑者という形でい

きますと、年間の数は違いますけれども、本

県の場合20名から30名の外国人犯罪を検挙し

ておるというような状況にあります。 

 それに伴います、当然、犯罪の被疑者もそ

うでございますけれども、関係者を見まして

語学の部分、若干アバウトな数字でございま

すけれども、特に中国語、北京語を中心とし

た中国語の問題、英語はもちろんでございま

すけれども、熊本県警に通訳できる職員とい
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うのが、警察職員で約100名おります。すべ

てそれを一度に使うというわけではないんで

すけれども、それぞれの仕事をしている中で

使っております。70数パーセント、80％近く

は英語と中国語の、特に北京語でございます

けれども、そのほかにもいろいろな言語の部

門がある。そのほかにも部外の方に、部外通

訳要員ということで、いざいろいろありまし

たときにお願いする。最近、外国人は、10数

年前と比べますと減ってはきておりますけれ

ども、たくさんのそういう関係者がいらっし

ゃるときには、あるいはまた言語の種別によ

っては対応も、通訳要員も限りがありますの

で、そういうことで、その部外の通訳要員の

方に、もちろん謝金という形でお願いしてや

るという場合もございます。 

 昨年のその部分で約、全体被疑者いろいろ

期間がございますので、一律にこの時点で何

10時間の通訳をしたかというのは、一々はご

ざいませんけれども、大体60％は中国語が多

うございます。そういう中で、そういう部内

の通訳要員の育成、当然のことながら継続し

ていかなければいかぬものですから、それを

含めた形で、例えばシンガポールに１年間派

遣するとか、あるいは警察庁の方にそういう

語学の部分で派遣して育成を図るというよう

なことを現在もやっております。以上です。 

 

○吉村警備部長 警備部長の吉村でございま

す。 

 若干補足させていただきますと、県内に留

学生として熊大を初めとして５大学や専門学

校に約900人の留学生がいらっしゃいます。

それから技能実習生ということで、縫製業、

鉄工関係企業等に約2,000の方がいらっしゃ

います。 

 今、委員御指摘のとおり、いろんな国の方

々が滞在されているわけで、こういった方々

が事件に遇わないように、交通事故の問題、

いろんな習慣・制度の違いがありますので、

各警察署が中心となって、それと担当者をそ

ういったところに派遣をして管理者の方、場

合によってはその工場の中で研修生の方を集

めていただいて、そういった熊本の制度、交

通ルール、こういったものを指導している

と。それから、またイスラム系の方もいらっ

しゃいますので、宗教上の違いとかそういっ

たこともありますので、そういった観点から

の指導も実施しておる状況でございます。 

 それからシンガポール等への派遣は、やは

り国内だけでの語学研修もやっておりますけ

れども、やはり生活習慣、実体験というのは

非常に必要な部分がありますので、継続した

事業として進めさせていただいておるところ

でございます。 

 

○池田和貴委員 今お話を伺って、県警の方

に、語学の堪能な方の数がかなりいらっしゃ

るというのは心強いことだというふうに思い

ました。 

 今、吉村部長がおっしゃったように、言葉

だけじゃなくて習慣とか文化的な違いとかも

含めて対応すべきところもあると思いますの

で、こういう語学研修は、ただ本当に不要と

いうことではなくて、やはりこういった枠

も、財政は厳しいと思いますけれども、取り

込みながら安全のために頑張っていただきた

いというふうに思っています。どうぞよろし

くお願いいたします。 

 

○藤川隆夫委員長 ほかには、ありません

か。 

 ちょっと私から１点。附属資料の３ページ

の収入未済額の状況の中で、非協力的と言わ

れているのが219件の268万円余あるわけなん

ですけれども、この方たちに対して法的措置

等は考えているのかどうか、ちょっと教えて

いただければと思います。 

 

○一ノ瀬交通指導課長 交通指導課長の一ノ
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瀬でございます。 

 放置違反金の関係で御説明させていただい

て、よろしいでしょうか。 

 放置違反金の関係については、法的措置と

しましては、まず納付命令をいたしまして、

そのうち納付されない方に対しましては督促

状等を発送しますし、これまでも滞納処分と

いうことで措置をとったこともございます。

滞納処分につきましては、これまで…… 

 

○藤川隆夫委員長 この非協力的な219件に

対して、今後どういう態度で接せられるかと

いうことを、ちょっとお聞かせいただければ

と思います。 

 附属資料の３ページの平成22年度収入未済

額の状況の中で非協力的というところがあり

まして、そこが219件、268万円ぐらいあるん

ですけれども、ただ法的措置がゼロになって

いるので、全く法的措置もとらずに、この方

たちはどうするのかなという話です。 

 

○一ノ瀬交通指導課長 ただいまのをもう１

回御説明させていただきます。 

 非協力的と申しますのは、督促とか催告を

受けても納付をしない人たちのことでござい

ます。この方々に関しましては、引き続き督

促状、催告状を発送いたしますとともに、電

話督促また訪問徴収をした上での徴収に努め

ておるところでございます。 

 それでも納付いただけないという方につき

ましては、先ほども説明をいたしましたが、

滞納処分という措置もとっております。 

 

○藤川隆夫委員長 説明がちょっとあれでし

たが、はい、わかりました。 

 ほかにはありませんね。岩下委員。 

 

○岩下栄一委員 さっき城下委員からパトロ

ールのお話があって、その効果はどうかとい

うお話でしたけれども、私はたまたま校区の

防犯協会の会長をして、昨年からその防犯パ

トロールをしょっちゅうやっているわけです

ね、防犯協会の推進の人たちが100人ぐらい

いるものですから。そうしますと、東署が毎

月あるいは上半期、下半期出すデータがある

んです。そうすると、うちの校区が犯罪発生

件数が半減しましたですね。だから、きっと

やっぱり効果はあると思うんですね。防犯協

会のパトロールはベストを着て回るんですけ

れども、それは犯罪抑止効果だけでなくて、

子供たちとかお年寄りの安心、みんなで校区

でやってもらっているんだという安心感があ

るから、これはもうぜひ、防犯協会もそうで

すけれども、セーフティーパトロールも継続

してやっていただきたいというふうに思いま

す。 

 それで、ちょっと質問だけれども、この中

にテロ防止とかサイバー犯罪とかありますけ

れども、現実に何かあるんですか。 

 

○吉村警備部長 テロ防止は、去年はＡＰＥ

Ｃがございました。国際テロ、こういったも

のに対して、これは実際どこで発生するかわ

からない。日本にも過去に現実に、アルカイ

ダの構成員とされる人間がいたということが

確認をされております。こういったいろんな

情報から、必ずしも日本が安全だとは限らな

い。特に、やはり日本はアメリカとの同盟国

という位置づけですから、今イスラム系の過

激派によるテロの場合、アメリカの味方は敵

という見方があるんですね。そういったとこ

ろで、その同盟国に対する日本もその攻撃の

対象とするというような声明は、アルカイダ

の声明の中にも過去にも出ております。そう

いった観点から、国際テロの対策は全国津々

浦々やっております。 

 それから、新幹線がことし開業しました。

やはりこういったものもテロのターゲットと

なる可能性は十分あるわけでございますの

で、熊本といえどもこういった国際テロ対策
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の措置をとらせていただいたと。 

 それからもう１つ、２点目でございますけ

れども、サイバーテロの関係、サイバーイン

テリジェンス、これはもう昨今、きょうの朝

刊にも出ておりましたが、非常に大きな脅威

でございます。まさに、従前は人を通じた情

報の窃取といいますか、そういう情報活動が

古典的な手法だったんですけれども、昨今は

標的型攻撃、相手がサーバー内に入ってウイ

ルスを植え込んで、そしてそのデータをリモ

ートコントロールで一定のところに送り込む

というような、しかもそれが重大な政府機関

でありますとか防衛産業機関でありますと

か、そういったところ、それから在外公館で

ありますとか、至るところにそういった攻撃

がなされているという現状から、国益上では

極めて重大な脅威ということでとらえており

まして、それに対しまして警察庁からも指示

が参っておりますけれども、そういった対策

の強化ということで鋭意取り組んでいるとこ

ろでございます。 

 

○岩下栄一委員 本当いろいろ時代が変わっ

て、いろんな犯罪がふえてくるなと思うんで

すけれども、今、不法滞在の外国人というの

は、一説には30万とか25万とかいろいろ言わ

れているけれども、熊本あたりも結構不法滞

在というのはいると思うんですけれども、そ

ういう人たちの中には、あるいはアルカイダ

とかいろんなそういうテロの関係者がいたり

するかもしれないなという不安もありますけ

れども、今、不法滞在の外国人は推定どのく

らいいるんですか。 

 

○吉村警備部長 数字は今すぐ調べますけれ

ども、全体的に不法滞在者は、一時20万人、

30万人という時代もありましたが、全国的な

取り締まりの強化によりまして、不法滞在は

急激に減っております。ところが、合法的な

ステータスで、日本人の配偶者という形で入

ってきていますが、その手段が偽装結婚とか

そういう手法で、そういうステータスをとっ

て違法な行為をするというパターンがふえて

きているという状況にございます。 

 平成21年１月１日現在の不法残留者数は、

11万3,072人ということになっております。

半減を打ち出しましたのは平成16年、当時21

万人でしたので、50％以下に減らすことはで

きました。そういった状況でございます。 

 

○岩下栄一委員 はい、ありがとうございま

した。 

 

○藤川隆夫委員長 ほかにはありませんか。 

  （｢なし」と呼ぶ者あり) 

○藤川隆夫委員長 なければ、以上で警察本

部の審査を終了いたします。 

 ここで、説明員入れかえのために、10分間

休息をいたします。 

  午後２時７分休憩 

――――――――――――――― 

  午後２時17分再開 

○藤川隆夫委員長 それでは、委員会を再開

します。 

 出納局及び各種委員会等の審査を行いま

す。 

 審査は、出納局、人事委員会事務局、監査

委員会事務局、労働委員会事務局、議会事務

局の順に説明を求めた後に、一括して質疑を

受けたいと思います。 

 初めに、会計管理者から決算概要の説明を

お願いします。中山会計管理者。 

 

○中山会計管理者 平成22年度決算の説明に

先立ちまして、前年度の決算特別委員会にお

いて御指摘のありました、施策推進上、改善

または検討を要する事項等のうち、出納局関

係につきまして、その後の措置状況を御報告

いたします。 

 なお、指摘事項につきましては、全文を読
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み上げず、その趣旨を申し上げ、その後の措

置状況を報告させていただきます。 

 各部局共通事項として、不適正経理の再発

防止策について、所属における取り組みに温

度差が生じないよう、その実効性の確保にさ

らに努めること、また事務処理の誤りについ

ては、担当者に任せ切りにするのではなく、

管理監督者による組織的なチェック体制の強

化を図ることという御指摘がございました。 

 再発防止策の取り組みにつきましては、現

在、職員の意識改革、資質向上を図り、適正

な会計、物品管理事務を確保するため、新任

担当者や会計実務担当者研修、新任係長や新

所属長研修など、それぞれの職階に分けて実

施する研修や、各職場において職員の全員参

加で実施する職場研修に、会計事務等の科目

を加えて実施しております。 

 また、組織的なチェック体制の強化につき

ましては、支払い漏れや支払い遅延防止につ

いての出納局長通知を発しまして、毎月支払

い関係帳票を所属長まで確認させ、組織とし

て総合チェックや支出関係事務の相互管理を

実施させております。 

 今後も、研修や指導等の取り組みを一層充

実強化しまして、再発防止策のさらなる徹底

を図ってまいります。 

 なお、個別事項として、出納局の御指摘は

ございません。 

 続きまして、出納局の平成22年度の決算概

要について御説明申し上げます。 

 お手元の決算特別委員会説明資料１ページ

の、歳入歳出決算総括表により概要を御説明

いたします。 

 当局では、一般会計及び収入証紙特別会計

の２会計を所管しております。 

 まず、これらの２会計を合わせた歳入の決

算状況でございますが、収入済み額は33億8,

300万円余で、不納欠損額、収入未済額はご

ざいません。 

 次に、２会計を合わせた歳出の決算状況で

ございますが、予算現額38億9,000万円余に

対しまして、支出済み額は37億7,500万円余

で、不用額が１億1,400万円余となっており

ます。 

 不用額の主なものといたしましては、収入

証紙特別会計において、収入証紙による手数

料等収入を一般会計へ繰り出すこととなって

おりますが、手数料等収入が見込み額を下回

ったことによるものでございます。 

 そのほか、人件費や事務費の執行残でござ

います。 

 以上が、平成22年度決算の概要でございま

すが、詳細につきましては各課長が御説明い

たしますので、よろしく御審議いただきます

ようお願い申し上げます。 

 

○藤川隆夫委員長 引き続き、担当課長から

決算資料の説明をお願いします。田上会計課

長。 

 

○田上会計課長 会計課の田上でございま

す。 

 それでは、委員会説明資料出納局分をお願

いいたします。 

 まず、定期監査における公表事項はござい

ません。 

 それでは、資料の２ページをお願いいたし

ます。 

 一般会計の歳入につきましてでございま

す。諸収入の県預金利子及び雑入のいずれも

不納欠損額、収入未済額はございません。 

 ２段目の県預金利子は、収入済み額１億5,

693万1,000円は、歳計現金の運用に伴う利子

収入でございます。 

 なお、会計課では歳計現金のほか基金もあ

わせまして一括して資金運用しております

が、県全体では６億800万円余の利子収入が

ございました。 

 ３段目の雑入の収入済み額1,139万円は、

主に自動車登録抹消に伴う自動車税の還付金
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で、送金通知を行った後に１年間受け取りが

なかったものを計上しております。 

 ３ページをお願いいたします。 

 歳出についてでございます。２段目の一般

管理費の不用額は、主に時間外勤務手当の縮

減に伴います執行残でございます。 

 ３段目の会計管理費の不用額は、経費節減

に伴う執行残でございます。 

 最下段の利子636万3,000円は、支払いに要

する歳計現金が一時的に不足をしました際の

一時借り入れに伴う支払い利息でございま

す。 

 また、不用額は一時借り入れが見込みより

少なかったことによるものでございます。 

 次に、収入証紙特別会計でございます。４

ページをお願いいたします。 

 この特別会計は、県への許認可の申請に当

たっての申請手数料を収入証紙によって取っ

ております。その収入証紙による収入を特別

会計により一元管理しているものでございま

す。 

 歳入につきましては、収入証紙が売りさば

かれた販売額を計上しております。 

 不納欠損額、収入未済額はございません。 

 上段の証紙収入の予算現額と収入済み額と

の差、１億1,054万5,000円は、売りさばきの

販売額が見込みを上回ったことによるもので

ございます。 

 ５ページをお願いいたします。歳出でござ

います。 

 一般会計繰出金は、許認可の申請に伴う手

数料の収入を許認可を行う関係課での収入証

紙の消印実績に応じて、関係課へ配分したも

のでございます。 

 不用額は、許認可の申請実績が見込みを下

回ったことによるものでございます。 

 会計課は、以上でございます。よろしくお

願いいたします。 

 

○清田管理調達課長 管理調達課でございま

す。 

 まず、定期監査における公表事項について

ですが、公務外で職員の交通事故が１件発生

しております。職員に対しましては、日ごろ

から公務内外を問わず交通安全に心がけるよ

う注意喚起しているところでございますが、

今後、交通安全啓発ビデオ上映による研修を

実施するなど、さらに交通安全意識を高める

よう指導してまいります。 

 それでは、資料の６ページをお願いいたし

ます。 

 一般会計の歳入は、上段の財産収入が91万

6,000円、下段の諸収入が338万1,000円でご

ざいます。調定どおり収入しておりまして、

不納欠損、収入未済額はありません。 

 続きまして、７ページをお願いいたしま

す。 

 一般会計の歳出でございます。総務費です

が、中段の一般管理費の支出済み額が１億1,

047万3,000円、不用額が32万8,000円で、下

段の会計管理費の支出済み額が1,740万2,000

円、不用額が93万8,000円でございます。 

 以上でございます。御審議のほど、よろし

くお願いいたします。 

 

○藤川隆夫委員長 次に、人事委員会事務局

長から決算概要及び資料の説明をお願いしま

す。田崎事務局長。 

 

○田崎人事委員会事務局長 人事委員会でご

ざいます。座って、御説明させていただきま

す。 

 人事委員会事務局資料の方をお願いいたし

ます。説明資料の２ページをお願いいたしま

す。 

 まず、歳入につきましてでございます。諸

収入の収入済み額が217万8,000円で、不納欠

損額、収入未済額はございません。 

 次に、３ページの方をお願いいたします。 

 歳出につきましてでございます。支出済み
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額は１億6,736万5,000円で、翌年度への繰り

越しはありません。 

 なお、不用額923万1,000円は、主に職員採

用試験の効率的な実施に努めたことなどによ

る経費節減に伴う執行残でございます。 

 なお、定期監査における公表事項はござい

ません。 

 以上でございます。よろしく御審議のほど

をお願いいたします。 

 

○藤川隆夫委員長 次に、監査委員事務局長

から決算概要及び資料の説明をお願いしま

す。本田事務局長。 

 

○本田監査委員事務局長 監査委員事務局で

ございます。 

 監査委員事務局の決算の概要につきまし

て、お手元の説明資料に基づきまして御説明

申し上げます。 

 まず、歳入につきましては該当はございま

せん。 

 次に、３ページをお開けいただきたいと存

じますが、歳出につきましては支出済み額が

委員費1,839万円余、事務局費１億8,293万円

余となっておりまして、内訳は監査委員、事

務局職員の人件費及び事務費でございます。 

 なお、不用額、委員費90万円余、事務局費

641万円余につきましては、いずれも経費節

減に伴う執行残でございます。 

 なお、定期監査における公表事項等はござ

いません。 

 よろしく御審議のほど、お願いいたしま

す。 

 

○藤川隆夫委員長 次に、労働委員会事務局

長から決算概要及び資料の説明をお願いしま

す。柳田事務局長。 

 

○柳田労働委員会事務局長 労働委員会事務

局でございます。 

 22年度決算の概要について、御説明申し上

げます。お手元の説明資料２ページをお願い

いたします。 

 歳入でございますが、不納欠損額及び収入

未済額はございません。 

 次に、３ページをお願いいたします。 

 歳出でございます。支出済み額は委員会費

が2,464万7,000円、事務局費が8,898万8,000

円でございます。 

 この内訳は、委員及び事務局職員の人件費

並びに事務費でございます。 

 不用額の78万円及び267万9,000円は、いず

れも経費節減等による執行残でございます。 

 なお、定期監査における公表事項はござい

ません。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○藤川隆夫委員長 次に、議会事務局長から

決算概要の説明をお願いします。井川事務局

長。 

 

○井川議会事務局長 先生方には、かねてか

ら円滑な議会運営のために大変御尽力をいた

だいております。また、私ども事務局に対し

ましても、懇切なる御指導・御鞭撻をいただ

いております。改めて、お礼を申し上げたい

と思います。今後とも円滑な議会運営に努め

てまいりますので、どうぞ御指導をよろしく

お願いしたいと思います。 

 本日御審議いただきます平成22年度歳入歳

出予算につきましては、次長の方から詳細を

説明しますので、よろしくお願いいたしま

す。 

 

○藤川隆夫委員長 引き続き、黒田次長より

決算資料の説明をお願いします。 

 

○黒田議会事務局次長 議会事務局でござい

ます。 

 - 46 -



第５回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（平成23年10月31日) 

 まず、平成23年度定期監査における公表事

項はございません。 

 次に、平成22年度歳入歳出決算状況につき

まして御説明申し上げます。お手元に配付し

ております、議会事務局決算特別委員会資料

の２ページをお願いします。 

 歳入について御説明申し上げます。 

 収入済み額は、諸収入が758万3,000円でご

ざいます。これは、政務調査費未使用分の返

還等でございます。 

 なお、不納欠損額、収入未済額ともにござ

いません。 

 次に、３ページをお願いします。 

 歳出についてでございます。議会費全体

で、支出済み額は12億3,588万7,000円でござ

います。 

 不用額は、2,392万3,000円でございます。

このうち本会議開催経費や議員報酬等で構成

されます議会費の不用額が1,629万3,000円で

ございます。これは、海外友好訪問の自粛等

による旅費等の残でございます。 

 次に事務局費でございますが、不用額が76

3万1,000円でございます。これは、経費節減

等によるものでございます。 

 よろしく御審議のほど、お願いいたしま

す。 

 

○藤川隆夫委員長 以上で、出納局及び各種

委員会の説明が終わりましたので、質疑に入

ります。質疑はありませんか。 

 

○池田和貴委員 出納局にお尋ねいたしま

す。利子収入の方が全体で６億9,000万円余

あるということで、県自身の基金も含めて運

用されているということでございますが、大

体、全体の利回りは幾らぐらいだったのか教

えてください。 

 

○田上会計課長 22年度の平均の利回りは、

0.212％でございます。 

 ちなみに、21年度は0.419％でございまし

た。 

 

○池田和貴委員 行政の資金運用について

は、元本が保証されているということでござ

いますが、かなり努力しているのとしてない

のでは随分違うというふうに考えておりま

す。 

 そういう意味で、昨年0.419だったのが、

ことし0.212になったのは、どういう理由が

あったのか、ちょっと教えてください。 

 

○田上会計課長 基本的には、県の資金運用

につきましては、有利でかつ確実な運用とい

うことを基本に運用しております。その中で

も特に、運用としましてはいわゆる引き合

い、一般で言う入札でございますね、これを

中心にしながら、あるいは相対それから優先

とかいろいろありますけれども、そういうも

のを組み合わせながら資金運用をいたしてお

ります。 

 今回20年度の利率が0.212％でございます

が、全国的なこれは本県だけではなくて利率

の低下が毎年続いております。 

 そういうところで、入札いわゆる引き合い

等で随分努力をいたしましたが、結果的には

この利率になっております。いろいろ工夫を

しながらやっております。 

 歳計現金の運用の中には、ちょっと追加し

ますと、いわゆる債券、国債とかあるいは都

道府県債とか、そういうものも活用しながら

この運用をしているというような状況でござ

います。 

 

○池田和貴委員 わかりました。いろいろ御

苦労はあるかとは思いますが、これも知恵の

絞りどころだと思うんです。数百万、全体を

合わせるとかなりの基金運用になると思いま

すので、ここはぜひ皆さん方の知恵を絞っ

て、少しでも有利で確実な運用に努めるよう
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にお願いします。要望しておきます。 

以上です。 

 

○藤川隆夫委員長 ほかには……。はい、松

田委員。 

 

○松田三郎委員 議会事務局にお尋ねしま

す。次長に。 

 最終ページになろうかと思いますが、議会

費の中の、議会事務局ですから後で聞けば済

むことでしょうけれども、参考までにお聞か

せいただきたいのは、我々は常任委員会、特

別委員会で管内、管外視察をしますね。その

ときの、例えば１委員当たりの大体の予算と

か、１人頭上限がこれぐらいというのが、一

応の積算のあれがあって積み上げて大体要望

なされると思いますけれども、その額あるい

は、それは数年前から変わってないのか、少

しずつ減っているのかというような状況が―

―というのが、余り細かな話になるとあれで

すが、例えば１人頭幾らで決めるのと、委員

会で幾らと。大体似たような話ですけれど

も、例えば委員の出席人数が少ない場合、多

い場合、多い委員会、少ない委員会とこの辺

の流用なり何なりというのが柔軟にできるの

かどうかというところにかかってくるのかな

と、最近特にちょっと少ない実感があります

ので、参考までにお聞かせいただければと思

います。 

 

○黒田議会事務局次長 委員会で、それぞれ

行かれる日数も違いますし、行かれる場所も

違っている状況ではございますが、一応１委

員会で管外視察の場合は12万2,000円といっ

たところでございます。 

 以前からの変化はどうかということでござ

いますけれども、一応予算としては余り変わ

ってないというような状況でございますが、

予算そのものはそんなに大きくは変わってな

いんですけれども、さっき説明いたしました

けれども、不用額等で旅費等が随分、この議

会費でいいますと1,000万を超えるような不

用額を出しておりますので、そちらの方で辛

抱していると、辛抱していただいているとい

うような状況でございます。 

 

○松田三郎委員 ちょっと待って。不用額が

多いから、その分辛抱していただいている。

辛抱せぬならこん不用額も少ないという説明

ですか、じゃあ。 

 

○黒田議会事務局次長 予算そのものは、さ

っきちょっと言いましたけれども、変化はし

ておりませんけれども、執行のところでそれ

ぞれ委員会でも努力をしてもらってますの

で、不用額のところで出てきているというよ

うな状況でございます。 

 

○守田憲史副委員長 12万2,000円と聞いた

んですけれども、なかなか厳しいんですよ

ね。これ足りなかったとした場合、例えば15

万円だったとした場合、なぜそれを各議員の

政務調査費で充てることができないの。何で

その根拠と理屈がわからないんですけど。教

えてもらえますか。 

 

○黒田議会事務局次長 委員会の視察につい

ては、一応公務で委員会として視察に行って

もらっています。そこで、いろんな勉強をし

てもらっておりますが、そこの部分での全体

のやりくりについては公費の部分で対応して

いる状況でございます。 

 先生がおっしゃられるような政務調査費に

つきましては、議員活動としての調査・研究

でございますので、一応そこのところは切り

分けて対応していただいているというような

状況でございます。 

 

○守田憲史副委員長 わかりますけれども、

でも使えない根拠にはならないような気がし
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ますけれども、その点どうですか。 

 

○黒田議会事務局次長 委員会のときのは、

どうしても公費の部分で対応ができないとい

うようなときについては、またいろいろ工夫

する部分はあると思うんですが、基本的には

政務調査費というのは議員さん個人の調査活

動ですので、そこの部分はきっちり大事に使

っていただきたい。委員会の視察の分につい

ては公費ですので、そこのところはやりくり

をしてでも対応するというようなところで運

用しているところでございます。 

 

○守田憲史副委員長 両方とも公費だと思う

が。 

 

○藤川隆夫委員長 性格が違うから出せない

という話でしょ。そういうふうに言ってもら

うと……。 

 ほかには、ありませんか。田代委員。 

 

○田代国広委員 出納局の守備範囲になるか

と思いますが、予算現額と調定額、収入済み

額とありますが、予算現額については予算で

すから、おおよそこれぐらいだろうというよ

うな形で計上されていると思いますが、調定

額ですね、調定額とはその後精査した結果、

いわゆる確実と申しますか確定と申しましょ

うか、そういった額が調定額だというふうに

私は勝手に認識しているんですが、それでい

いんですかね。 

 

○田上会計課長 今委員おっしゃいましたよ

うに、収入が予定をされる、調定額といいま

すか、それになります。 

 

○藤川隆夫委員長 要は、調定額とはどうい

う意味かという話でしょ。先生が言うのは。 

 

○田上会計課長 収入が予定される額です

ね。あるいは、例えば国の補助金であります

と、補助金の措置がございますので、それを

収入される見込み額として調定額として計上

するということです。１つの例で申し上げま

したけども。 

 

○田代国広委員 調定額になると、ある程度

確定的な数字が調定額だというふうに……。

その辺で、いいですか。 

 非常に今回の決算でずっと見てきて、数字

が収入済み額がゼロであるというのが非常に

多いんですよ。もちろん交付金とかそういっ

たものはゼロになるわけですけれども、例え

ば雑入とかについては、調定が少なくなった

りするケースもあるわけですよね。収入済み

額イコール調定額なんてなっていやしないか

というふうが気がしたもんで聞くわけです

が、例えば、この特定の不用品売り払い収入

が91万6,000円ですね。ここで何を売ったか

知りませんが、こういう場合は大体、いわゆ

る売った金がイコール調定になっておるわけ

ですよね。そういうふうに考えていいわけで

すか。 

 

○清田出納局管理調達課長 管理調達課でご

ざいます。 

 ６ページの財産収入のところをお尋ねだろ

うと思いますけれども、主にこの物品売り払

い収入につきましては、不用紙を売却したお

金でございますけれども、予算現額につきま

しては昨年度の不用紙の売却単価をもとに見

込みを出しております。実際には不用紙や紙

類、廃棄物につきましては、毎年単価の変動

が非常に大きくございまして、本年度は昨年

度よりもかなり売却単価が、入札の結果高く

なりましたものですから、実際のこの調定額

が実際の収入額でございますけれども、昨年

度に比較しまして不用物品の量はほとんど変

わっておりませんけれども、今回の場合は単

価が変わった関係で、予算現額に比較しまし
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て調定額が高くなっております。以上でござ

います。 

 

○田代国広委員 調定額が高いとか安いとか

じゃなくして、調定額という性質を考えたと

きに、この決算書の中でいう調定額とは、収

入済み額イコール調定額というふうに、この

調べでは受けとめていいというふうに、それ

でいいんですか。 

 

○藤川隆夫委員長 結局、調定額と収入済み

額が同じだから、要は調定額イコール収入済

み額と一緒じゃないのかという話なんです

よ。 

 

○田代国広委員 いや違う逆たい。 

 

○藤川隆夫委員長 逆か逆か。収入済み額が

イコールになっているところは、どうしてな

のかという話ですよ。 

 

○田上会計課長 収入調定額は一応収入の確

定額になりますので、それをもとに今度は実

際入ってくる額になってくるわけですね、実

際に。ですから、それをもとに入ってまいり

ますので、今おっしゃるように完全にすべて

入ってまいりますと当然、調定額と収入済み

額は同額になります。イコールになります。

ところが、中にはそれを納めない方がいらっ

しゃると、収入未済額として一部上がってく

る、簡単に申しますとそういうことになるか

と思います。 

 

○田代国広委員 予定額イコールゼロじゃな

いわけですよ。さっきおっしゃったように、

例えば税金あたりは調定額よりもずっと、90

何％しか収納していないわけですから、調定

額イコールゼロになることが本来ならば望ま

しいんですけれども、実際はそうじゃない。

今回は、これがその調定額の91万6,000円を

調定したんじゃなくて、売れた金額91万6,00

0円だったんですよ、恐らく。だから調定の

とき変えたんじゃないかというようなことを

問うているんです。 

 委員長よかですか。本来これで調定なら

ば、例えば担当課でしっかりとこれの見積も

りをして、この物品は幾らだというのが調定

額にくっとじゃなかですか。それに対して実

際幾ら売れたか、高かったか安かったか、そ

れが調定の仕方だと私は思うんですよ。 

 

○藤川隆夫委員長 もう１回、その調定額と

収入済み額の話をわかりやすくしてくれんで

すか。基本的に、調定額というのはもう入っ

てくるのが決まった額でしょう、入ってくる

のが見込まれるというか、決まった額でしょ

う。それで実際に幾ら入ってきたかで収入済

み額が幾らになるかの話をしているんでしょ

う。それで、入ってこないと収入未済という

話になるわけでしょう。ちょっと説明をして

ください。(発言する者あり) 

 

○田上会計課長 確実に収入されるであろう

額はもう確定されておりますので、それに対

して、それに対応するお金が入ってくるのが

収入済み額ということになります。(発言す

る者あり) 

 

○藤川隆夫委員長 よろしいですか。 

 ほかにありますか。質疑はありませんか。

はい、わかりました。 

 それでは、以上で出納局、各種委員会等の

審査を終了いたします。 

 次に、次回は第６回委員会となりますが、

明後日２日水曜、午前10時から開会し、土木

部の審査を行いますので、御協力をよろしく

お願い申し上げます。 

 それでは、これをもちまして第５回決算特

別委員会を閉会いたします。 

 午後２時49分閉会 

 - 50 -



第５回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（平成23年10月31日) 

 

 

 熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する 

  決算特別委員会委員長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 - 51 -


